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はじめに 
 

米国において地域経済活性化問題は連邦政府をはじめ、州政府及び地方団体においても重

要課題として長年にわたり議論されている。特に近年では経済のグローバル化に伴い国際競

争の激化が進む中で、シリコンバレーなど米国各地域で起こった IT やバイオテクノロジーな

ど先端技術の目覚しい発展による技術革新（イノベーション）の波が押し寄せ、生産性が飛

躍的に向上し、1990 年代に米国は長期の景気拡大を経験した。この間に普及したインターネ

ットなどがもたらしたライフスタイルの変化は、現代における「産業革命」と呼ばれるほど

であった。そのような知的資源の商業化によるイノベーションを基礎とした経済振興に成功

した事例において重要なのは大学の役割である。経済成長をもたらす技術開発や、経済の担

い手となる優秀な人材の供給源として、また地域に存在する大規模な雇用者、財やサービス

の消費者としても、地域経済に与える影響は大きい。 
米国の経済施策についてはクレアレポート No.273「米国の地方自治体（市）における経済

振興施策の現状について」で体系的な報告が行われたところであるが、本稿においては、地

域経済活性化戦略のトレンド的な手法としてのイノベーションを基礎とした経済の振興と、

米国において定着している地域経済活性化の課題はひとつの行政区域だけではなくより広範

な地域で取り組むべきであるという「広域パートナーシップ」について紹介する。そして、

大学を地域の経済活性化戦略にいかに組み入れ、経済の担い手である企業といかに連携し、

その連携をいかに促進していくのかについて、いくつかの形態に分類し、各州における事例

をできるだけ多く提示しながら、紹介したい。日本の地方自治の現場においても、工場の海

外移転による空洞化や、地域に雇用の場が乏しく若年層の流出による地域活力の停滞などの

課題を克服するため、産業を振興させ雇用を創出する効果的な地域経済活性化が強く求めら

れている。地方自治関係者の皆様が、地域経済活性化戦略を検討される際に少しでも参考に

していただければ幸いである。 
本レポートの作成にあたっては州政府協議会インターナショナルセンターのジョージ・ウ

ィン所長、エイミー・ロバートソン氏や、テキサス、ノースカロライナをはじめとした各州

政府、地方団体、州内の大学などの地域の現場において経済振興に携わる多くの方々に多大

なご助力をいただいた。ここに改めて厚くお礼を申し上げる次第である。 
 

自治体国際化協会ニューヨーク事務所長 
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概 要 
 

第１章 
米国において地域経済活性化施策の重点は時代によって変化するものである。1970 年代ま

では大規模工場の誘致が主流であった。しかし、経済のグローバル化によって地域経済は国

際競争力の波にさらされ、多くの工場はコストのかからない他国へ移転していった。それに

よって、地域経済は新たな振興策を模索しはじめ、1980 年代から現在にかけて、研究機関に

よって開発された技術の商業化による技術革新（イノベーション）を基礎とした高所得の新

しい産業の創出に重点が移っていった。本章では米国の地域におけるイノベーションを促進

する戦略に関する基本的考え方を紹介する。 
また、経済振興は、自治体や州の管轄領域の境界にとらわれない広域のエリアで協力して

取り組むべきであるという考えに基づき、自治体、カウンティー、時には州の境界を超えて

多くの「広域パートナーシップ」が生まれている。米国で定着し、地域経済活性化を考える

上で欠かせない広域パートナーシップについても触れる。 
 
第２章 

日本においても産学官連携という言葉が定着して久しいが、米国はその先進地として注目

を集めてきた。特に前章で紹介したイノベーションを推進するために大学の果たす役割は大

きい。本章では、まず、米国で産学官の連携が進展した歴史的な経緯について概観する。次

に、ユニバーシティーセンタープログラムや産学が連携した研究開発を促進する補助金など

産学連携に関連する連邦経済開発局や全米科学財団の施策や取り組みについてみていく。そ

して、これからの地域経済活性化の鍵を握る存在として、技術移転・商業化、産業クラスタ

ー形成、企業の育成（ビジネス・インキュベータ）及び人材育成、さらには地域課題解決に

貢献する大学の役割を多くの事例を交えながら紹介する。最後に、産学官連携の先進地とし

て知られている、ノースカロライナ州、ミシガン州、テキサス州における状況や注目に値す

る取り組みを紹介する。 
 
付録 
 巻末には付録として、全米各州の経済情勢把握の一助とするため、国勢調査局、商務省経

済分析局及び労働統計局が発表している個人所得や国内総生産額や、フォーチュン 500 企業

の州別立地数など経済の指標となる州別データや、全米有力紙がまとめた州別の経済状況を

掲載した。 
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第１章 米国における「地域経済活性化」  
連邦経済開発局（Economic Development Administration：EDA）によると、経済

振興は、土地、労働力、資本、技術の生産能力を拡大させることであるとされる。そ

して地域経済施策は、一般的に投資の拡大と生産性の向上の効果として雇用と個人所

得の増大を目的として、地域のリソースを有効に活用し、投資の阻害要因であるリス

クとコストを減少させて、公的部門が民間部門の雇用を促進するための環境整備を行

うことであるとしている。 
米国において地域経済振興施策は、各州政府が権限を持ち、責任を負う存在である

とされている1。州の具体的な経済振興施策はクレアレポート No.273「米国の地方自

治体（市）における経済振興施策の現状について～企業支援施策を中心に～」で列挙

されているとおり多岐に渡る。さらには、より長期的、総体的な見地に立つと教育、

交通、保健、環境などの政策も地域経済に大きな影響を及ぼす。例えば、教育は次世

代の労働力を育成することであるともいえ、効果的に投資することによって、より生

産性を高める優秀な労働力を供給できることとなる。 
 経済振興を図るための効果的な施策は、各政府のおかれている状況によって異なり、

それぞれの責任主体である州によって施策に大きな違いがある。それはまた住民の経

済開発への関心の高さによっても異なるが、全米的には各州において重要課題のひと

つとして積極的な施策が展開されている。 
 効果的な経済振興策は時代や環境とともに質的に変化し続け、新しい経済振興施策

が次から次へと生み出される。しかし、新たに生み出された施策がそれまでの施策に

必ずしも取って代わるのではなく、メニューに追加され膨張する傾向がある。限られ

た予算やリソースで、それらの施策を組み合わせて実施していくことになるが、施策

の重点は大局的に次のように移っていったといわれている。 
1970 年代までは、いわゆる重厚長大産業や天然資源に依存する経済構造であった。

全米各地で工業団地を造成し、税金控除などのインセンティブによる大規模工場の誘

致が経済政策の主流であった。しかし、製造コストの安い海外との国際競争の激化や、

シリコンバレーの発展とそれに伴う IT 革命に代表されるイノベーション（技術革新）

の急速な進展により、1980 年代には、新しいビジネスの創出、中小・個人経営企業、

ビジネスコストの低減といった政策に重点が移っていった。 
その後現在にかけて、生産性の向上と新製品開発を重視した企業の競争力を強化し

たり、特定の産業で失われた雇用を高度成長産業へ転換したり、それぞれの産業や地

域にあった支援プログラムの提供などによる新技術の開発を重視したりする動きが活

発化している。そのように、研究開発に投資し、イノベーションを推進することが、

より効率的な経済成長につながると連邦政府において認識され、奨励されるようにな

っていった。本章ではまずこのイノベーションを基礎とした地域経済振興について詳

しく見ていく。 
 

                                                      
1 合衆国憲法において、連邦政府に明示的に委任されている権限以外は州政府の権限に属

するが、経済振興に関することは明示されていないため。  
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第１節 イノベーション（技術革新）を基礎とした地域経済振興 
イノベーションとは、もともとオーストリアの経済学者シュンペーターが使った用

語で、経済成長の原動力となる革新である。イノベーションは、知的資源を新しい製

品や製造過程やサービスへ移行させることで、科学技術に限らず、マーケティングや、

流通、サービスの面における革新も含むとされている。  
 イノベーションを促進する地域経済振興については Council on Competitiveness2

が EDA に提出した報告書「Measuring Regional Innovation」3でまとめられ、米国

の地域経済活性化戦略として、イノベーションの促進を提言している。本節ではその

報告書をもとにイノベーションを促進する重要性やイノベーションから経済活性化

（繁栄）への過程、イノベーションを生み出す地域環境などについて紹介する。 
１ 経済開発におけるイノベーションの重要性 

 従来の地域経済振興策は工場誘致に重点が置かれ、そのための有効な手法として税

控除や低利融資などのインセンティブの提供など、企業のコスト削減のための大規模

な支援が行われてきた。しかし、過去約 20 年の間に、経済の国際化により地域の産

業展望が劇的に変化し、多くの労働集約型産業はコストの安い外国へ移転したり廃業

に追い込まれたりしている。従来の低コスト戦略による州・地方政府の取り組みは地

域同士で企業誘致をめぐる競争の激化につながり、誘致のためのインセンティブの「軍

備拡張」競争の様を呈し、いくつかの州では、自動車工場の進出に対して企業に行っ

た税制優遇が数億ドルに上り、それが不当に過大であると住民が訴訟を起こすケース

も発生した。また、企業誘致施策は、全米的に見ると、限られた投資を地域が奪い合

うゼロサムゲームであるとの専門家の批判もあった。そのような低コスト戦略で国際

的に勝ち抜ける産業が減少している現実に直面する一方で、米国企業にとって、知的

資源を基礎とした新たな産業において勝ち抜く道筋を見出そうとする動きが活発化し、

近年では、多くの地域でこの新産業が経済成長の原動力となってきている。 
このような知的資源を基礎とした経済における新たな戦略が米国の経済発展を促進

するために不可欠で、イノベーションが経済成長と繁栄をもたらす鍵といわれる。報

告書によると、経済学者らは経済成長の約 50％はイノベーションによってもたらされ

たと試算しており、過去２世紀にわたって、米国は革新的な製品とサービスの開発に

おいて世界をリードしてきたとしている。 
２ イノベーションの特徴と変化 

イノベーションには時とともに変化するさまざまな特徴があるといわれている。 
例えば、新しく生み出される技術が一般に普及するまでの期間がかつての自動車や

電話は 30 年以上かかったが、最近のインターネットは 7 年と短くなっている。また、

最近ではバイオテクノロジーと情報工学が融合した生物情報学（bioinformatics）や、

微細技術のナノテクノロジーのように分野を超えて学際的な研究領域で進展してい

る。そして、そのように技術的に学際化及び複雑化しているため、研究者や関係者間

                                                      
2 直訳すると競争力協議会で、イノベーションに重点を置き、国際市場での米国の競争力

と経済のリーダーシップの強化を目的とする非営利、非政党の政策団体である。  
3 サブタイトルは「A Guidebook for Conduction Regional Innovation Assessments」。
2005 年 10 月発行。  
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のコミュニケーションと連携がより重要となる。さらに、米国は研究開発で世界をリ

ードしたといわれるが、教育の向上と経済成長に成功した世界各国で研究開発能力が

飛躍的に向上したことや、インターネットの普及により国境を越えて必要な情報を手

に入れやすくなったことによって、近年では世界中のどこでもイノベーションが生ま

れる状況に変わってきている。 
３ 地域におけるイノベーション 

 イノベーションの担い手の活動の現場は地域である。地域でイノベーションを促進

させるためには次の点が重要であるとされる。 
（１）地理的近接性 
 イノベーションの促進には地域内で企業、大学、政府の各セクターの直接的な相互

作用が重要となる。それによって、研究開発のための連携や、学際的な交流が促進さ

れる。企業と大学の距離が近いほど、技術の商業化へのスピードも速まるといえる。

また、サプライヤーと顧客の距離が近いほど、市場の需要により早く対応することが

可能となる。そのために直接的な交流が可能な地理的近接性が重要であり、これは産

業を集積させる産業クラスター戦略の根拠でもある。 
（２）経済の多様化と差別化 
 マクロレベルでは、経済は特定の業界の急落による経済の衰退を防ぐために、産業

多様化を図らなければならない。一方、ミクロレベルでは、企業が競争力を獲得する

ために製品の差別化を図る必要がある。地方における経済戦略において、個々の州や

地方団体は、多様な産業のニーズに対応できるサービスを提供すると同時に、企業が

差別化を図るために必要な、特別のインフラの整備や、専門技術を必要とする労働力

開発支援が求められる。 
４ イノベーションを基礎とした地域経済開発モデル 

 同報告書によると、イノベーションを基礎とした地域経済開発モデルは次の図のと

おり、イノベーションが生産性（Productivity）を向上させ、経済開発の最終的な目

標である繁栄（Prosperity）もたらすとしている。 

 

図１：イノベーションを基礎とした経済開発モデル 

（１）経済成長による繁栄（Prosperity）  
 経済成長による発展・繁栄は経済開発の目標であり、最終的な評価は住民が質の高

い生活を達成しているかどうかである。繁栄の評価は主観的な要因を含むとはいえ、

一人当たりの所得額や、１世帯当たりの平均所得、貧困レベルなどの数的指標で測る

ことができる。 
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（２）生産性（Productivity）向上と地域の繁栄 
 生産性は製品を作る際、労働力１に対して生み出される製品やサービスの価値で、

インプットにつきどれだけの結果が得られるかである。生産性の向上により給与水準

やキャピタルゲインを高め、地域における一人当たりの所得を高める要素となる。成

熟した経済社会において、生産性は、生産過程における効率の改善と、より高い付加

価値の製品・サービスを生み出すことによって高められる。地域の繁栄のため、生産

性の向上を継続させるための条件整備が大きな課題となる。 
（３）イノベーションと生産性の向上 
 地域の生活水準の向上は安定した生産性の成長を必要とする。産業経済における生

産性の向上はイノベーションを起こす力にかかっているといえる。世界経済で競争力

を獲得するには２つの方法がある。ひとつはコストの減少を図り、低賃金の国に対抗

して運営コストを低く抑える技術を導入することである。もうひとつは先駆的又は他

と差別化した製品やサービス（いわゆるニッチ（＝隙間産業）も含まれる）を開発し、

市場においてプレミアム価格で販売してより収入を増加させることである。 
５ イノベーションへのインプット 

 同報告書はイノベーションを基礎とした経済振興のために必要なインプットとして

「資産」、「ネットワーク」及び経済上の「文化」の３点をあげた。図２はそれらのイ

ンプットが最終的に地域の繁栄をもたらすイノベーションを生み出す環境を創造する

ことを表している。地域においてこの３点について現状を評価し、政策に反映させる

ことが重要であるとしている。ここでは資産、ネットワーク及び文化がそれぞれどの

ように地域イノベーション環境に影響を与えるかを考察する。 

 
図２：イノベーションのインプットとアウトプット 

（１）資産（Assets）  
 イノベーションを基礎とした経済開発モデルにおける資産は、人材、知的資源、物

理的インフラ及び制度である。技術労働者、交通インフラの質、ビジネスコスト、顧

客への近接性などは企業が事業用地の決定を行う際の共通の基準とされている。資産

には研究開発投資、技術移転、起業家精神を支援するプログラムといった制度的な要

因も含まれる。主な資産の例は次のとおり。  
ア 人材：イノベーションの担い手となる労働力 

優れた人材はイノベーションを促進する新しいアイデアを生み出す。地域がイ
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ノベーションを生み出す企業を誘致したり維持したりするためには、高い技術や

専門知識を持つ労働者の存在が鍵となる。実際、企業誘致に際して、専門技術を

有する熟練労働者の存在は地域のセールスポイントとなる重要な資産と位置づけ

られている。優秀な人材を安定して供給できる地域は企業にとっては魅力的であ

る。さらに、その企業に直接関係する専門技術を持つ人材が豊富に存在する地域

では事業を拡大する傾向がある。  
よって、経済開発の観点からも地域は大学、コミュニティーカレッジ及び初等・

中等教育への積極的な投資で優秀な人材を育成すべきである。さらに世界経済で

競争力を維持するためには、大学院に至るまでのすべてのレベルの教育が重視さ

れる。カリフォルニア州のサンフランシスコ湾岸地域、マサチューセッツ州ボス

トン周辺地域のような優秀な人材供給の拠点といわれる研究大学は地域の重要な

資産となっている。 
一方、主要な大学がない地域がステップアップするためには、企業と労働者が

継続した学習と技能開発を行うことができる教育や職業訓練プログラムを提供し、

それらにアクセスできるようにすることが必要である。  
経済開発担当者は、政策立案にあたり、地域の労働者の技術力や、教育の質の

現状を把握する必要がある。 
 イ 研究開発（R&D4）機関 

研究開発は、地域に繁栄をもたらす革新的な新製品や新サービスを開発する知

的生産能力を高め、長期的な経済成長に欠かせないものである。そして、大学の

研究開発は、企業や優秀な学生を卒業後も地域に留めたり、教育と産業のパート

ナーシップの機会をもたらすことにつながる。さらに、リサーチ・パークやビジ

ネス・インキュベータは、産学連携による研究開発を促進する構造的なインフラ

となる。 
ウ 財務的資本（Financial Capital） 

シリコンバレーは他地域と比較して突出してベンチャーキャピタル企業が多く

存在したため、起業が促進された。地元以外のベンチャーキャピタル企業の投資

を誘引することが困難である地域は、エンジェル投資団体や合同投資プログラム

による資金を起業家が利用できるようにするなどの解決方法を見出さなければな

らない。 
 エ 既存の産業基盤  

地域が伝統的に保持してきた産業基盤を考慮することは、効果的な経済開発戦

略を構築する上での重要なステップである。ゼロから産業を興すのは困難である。

既存の産業の熟練労働者は活用可能な地域の強みであり、それらを生かす方法を

模索すべきである。 
 オ 物理的インフラ  

地域の物理的インフラはまた地域イノベーションを支えるために重要である。

遠隔通信ネットワーク、道路やその他の公共ユーティリティー（電気、ガス、水

                                                      
4 Research and Development の略  
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道等）が無ければ、地域は革新的な産業を支援し、成長を促進することができな

い。例えば、ハイスピードインターネットのアクセスは企業と起業家を誘致する

上で、重要な資産となる。通勤所要時間もイノベーションの担い手となる企業の

維持、誘致に深く関わってくる。  
 カ 法的規制環境 

これまでの企業誘致で活発に行われてきた税控除などのインセンティブや法規

制の緩和は企業の移転用地決定に影響を与え、イノベーションを基礎とした経済

開発の成功に関わるため、十分配慮する必要がある。 
 キ 生活の質 

地域の生活の質に関する魅力は企業、労働者、起業家を地域に留めることにつ

ながる。しかし、生活の質は主観的な測定基準である。人によって質の高い生活

についての意見は異なるが、共通の基準を上げるとすれば、日常生活コスト、通

勤所要時間、犯罪率などがそうである。 
また、例えば、ニューヨークは都市的生活や芸術や文化との近接が生活の質に

関する魅力となり得る。経済開発担当者は地域における生活の質に関する様々な

アイデアを把握し、それらをアピールする戦略を開発すると効果的である。 
（２）ネットワーク（Networks） 

イノベーションを効率的に加速するためには、先述した資産の相互作用が重要であ

る。何もしなければそれらの資産はなかなか相互作用しないものである。多くのアイ

デアは大学の研究から発生するが、通常、それらは純粋に知的な探求によるものであ

り、新製品や新サービスへ転換されないため、そのままでは経済振興に直接結びつか

ない。そうすると、投資家に投資の好機として認知されないため、起業家が資金獲得

のチャンスを得ることができない。 
 ネットワークを構築するための効率的な戦略は、企業、教育、政府、非営利団体な

どのトップを巻き込んで、経済開発のためのパートナーシップを形成することである。

「ジョイント・ベンチャー・シリコンバレー・ネットワーク」やカリフォルニア州サ

ンディエゴ校の「コネクト」や「ジョージア・リサーチ・アライアンス」など成功し

た地域の多くは連携を通じて効果的なパートナーシップを形成している。そのほか、

エンジェル資金ネットワーク、大学と企業の共同研究、インキュベータ、労働力開発

プログラムもネットワークの機能を果たす。また、把握するのは難しいが、市内の支

援グループ、大学の同窓会組織などのインフォーマルなネットワークも、フォーマル

なものと同様に重要である。  
（３）文化：Culture  
 ここでいう「文化」とは、地域社会のビジネスに対する風土で、ビジネス文化とも

いえる。地域の資産の力と知識のネットワークは地域のビジネス文化に大きな影響を

与える。 
 地域のビジネス文化の重要な点は、企業のリーダーがたとえ競争相手とでも、知的

資源の共有と連携を望んでいることである。AnnaLee Saxenian 氏は著書の「Regional 
Advantage」で、シリコンバレーに立地する利点は、起業家たちのアイデアと情報の

共有を望んでいることであると説明した。それとは対照的に、1980 年代のボストンは
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企業の階層制度、知的所有権の厳しい保護の伝統を保持していたことにより、成長が

抑えられたといわれている。また、大企業が地域経済を伝統的に支配し、終身的な雇

用機会によって保守主義的なビジネス文化が形成されていた都市では、起業家精神が

ビジネス文化の中になかなか根付かなかった。さらに、たとえ失敗に終わったとして

もリスクをとることを賞賛されるような起業家精神がビジネスカルチャーとして定着

し、失敗はイノベーションの過程の構成要素として理解されることが重要である。 
 また、全米起業家協会5や、都市計画の研究者でカーネギーメロン大学教授のリチャ

ード・フロリダ氏の最近の研究は、人種と文化の多様性がイノベーションを促進する

環境としてよりふさわしいと提案している。イノベーションは本来、常識的な思考の

外で生まれる。人種の多様性を尊敬しそれを受け入れることができる地域がイノベー

ションを育むとしている。 
６ 地域イノベーション評価 － 指標の紹介 

 米国では公的機関、民間団体を問わず様々な機関が、統計情報を発表しており、多

くの場合、オンラインでその情報を入手できる。国勢調査局、商務省経済分析局（BEA）、

労働統計局（BLS）をはじめとした連邦部局やその他の経済開発に関わる民間企業が

それらの情報を提供している。それらの統計情報の中で、特にイノベーションの能力

（革新力）を評価する指標となるデータは次の表１のとおりである。 

                                                      
5 National Commission on Entrepreneurship:アントレプレナーシップ（起業家精神）に

よる経済振興に関する提言などを行う全米組織。  
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表１：イノベーション評価の主な指標と情報源 
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近年では地方政府の経済活性化に対する納税者の関心の高まりにともない、より効

率的な目標達成が求められ、公的部門と民間部門のお互いの強みを最も有効に活用で

きる機関の設置・運営、政策目標達成度評価（企業の収入、競争力強化、ネットワー

キング活動などの費用対効果）及び企業が受け取る税控除などのインセンティブの説

明責任なども重要になっている。  
 同報告書で紹介された基準や指標をもとに、地域のイノベーションの現状の評価を

行うことは、今後へのより効果的な経済活性化政策を検討するうえで、貴重な判断材

料となるといえよう。  
 
第２節 広域パートナーシップ 

米国において企業誘致や中心市街地の活性化を図る際、自治体の境界を越え、広域

で連携する取り組みが盛んである。  
イリノイ州で戦略的な経済開発を長年研究している北イリノイ大学地域開発研究所

副所長のジョン・ルイス氏は、広域パートナーシップの重要性について「広域で考え

ることは今日の経済振興のトレンドである。例えば、ある工場があなたの住む地域に

建設されたら、あなたの地域はもちろんその近隣の地域までもその恩恵を受けるだろ

う。しかし、あなたの地域の取り組みだけでは、その工場誘致は困難である。よって、

経済振興のために、あなたの地域は近隣の地域を見回してよきパートナーを得るべき

である。」と述べている。  
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次にその北イリノイ大学の行政研究センターが 2002 年に発表した報告で、広域パ

ートナーシップのメリットがまとめられている「広域連携を行う 10 の理由6」を紹介

する。これは経済振興を検討する際の基礎的で重要な考え方として、多く学者や専門

家によってしばしば引用されるため、共通認識となっているといえる。 
広域連携の 10 の理由 

①お金の節約 
規模による利益（スケールメリット）を得ることができる。コスト高や専門的

知識の不足により、1 つの地域やグループでは実現できないインフラの整備等が

可能となる。 
②質の高いサービスの提供 

特定の専門分野で、小規模の地方政府が対応できる範囲を超えた専門的知識が

必要なサービス提供が可能となる。   
③より大きな影響力を持つ 

いくつかの地域が力を合わせると、発言力が高まり、州や連邦等と対等に活動

でき、成功へのよりよい機会を得ることができる。 
④経済的な影響力を持つ 

特に観光客誘致や企業誘致において、分かりやすく、魅力的で、洗練された地

域の売り込みを行うことができるようになる。 
⑤特別な問題の解決 

２人は１人より優れた解決法を見出せる。アイデアや資源を共有することによ

り、出費を抑えたよりよい問題解決が可能となる。 
⑥限られている州や連邦のリソースを共有できる 
⑦より現実的に計画を立てることができる 

別の地域の労働者や資源を計画に組み込むことができる。そして、地域の経済

と生活は、属する州や周辺のいくつかの州の地域にも影響を及ぼす。 
⑧環境問題などに効果的に働く 

現代の生活は、地域の境界を越えて、水、大気、その他の天然資源などの環境

に影響を与える。ひとつの地域だけの環境問題への取り組みだけでは効果は十分

でない。 
⑨ひとつ地域とそれを含む広範囲の地域の調和感を創出  

職員が互いに協力することにより知り合いになり、信頼関係を構築することに

より、地域同士の紛争を減らす。  
⑩強みと弱みを補完しあう 

それぞれの地域が持つ強みと弱みを浮き彫りにして、地域同士を結合すると、

重複なく補完しあって、全体としてより戦略的で均衡の取れた地域に発展させる

ことができる。 
 ここでいう「地域」とは、ひとつの行政区域を指し、基礎自治体レベルではもちろ

ん、カウンティーレベル、州レベルまたは国家レベルでも当てはめることもできると

                                                      
6 『Regionalism: An economic Development Driver』Northern Illinois University 
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している。広域パートナーシップの実践事例をいくつか紹介すると、ミズーリ州のミ

シシッピ川を挟んで隣接しているミネアポリス市とセントポール市は、スプロール化

や 経 済 活 性 化 問 題 に 取 り 組 む た め 、 連 携 し て ツ イ ン シ テ ィ ー 都 市 圏 協 議 会

（Metropolitan Council of the Twin Cities）7と呼ばれる組織を創設し、両都市のミ

シシッピ川のリバーフロントの再開発や、中心市街地の再生を成功させた。また、モ

ンタナ州とカンザス州の両方にあるカンザスシティーは州境を越えて連携し、カンザ

スシティー開発協議会を設立し、大都市圏として企業を誘致するためにその名の売り

込みを行ったところ、５千億ドル規模のマスターカードの国際データセンターをはじ

め多くの企業の施設の誘致に成功した。 
 住民は行政区域の境界を気にすることなく買い物、通勤などの社会生活を送るため、

行政の領域と、商業圏域、通勤圏域、施設の利用圏域等の領域は必ずしも一致しない。

よって、ひとつの行政区域のみでは収拾がつかない行政課題も多い。広域パートナー

シップによって、政府、民間、非営利団体、産業、小売業、社会的サービス団体、市

民団体など課題解決の担い手が、お互いに持つ資源を共有し、競争力のある地域とす

るために行政区域の境界を越えて歩み寄ることで、相乗効果が生まれ、地域の活性化

を図ることができるだろう。 
近年は地域間競争の時代ともいわれ、大規模な自動車工場などの誘致をするために、

各州政府や地方政府が、より企業に有利な税の免除などのインセンティブを拡大する

動きも活発化している。しかし、お互いの経済が影響し合う地域間でそのような競争

がエスカレートした場合、相互が疲弊し地域経済の活性化につながることは難しくな

る。この点について、競争ではなく連携を推進した地域が成長して繁栄し、雇用を創

出するとニューヨーク州ロチェスター市ジョンソン元市長は指摘した。 
政府機関、民間企業、大学等、それぞれの主体が広域連携や産学官連携を模索し、

お互いにとって有益な Win-Win の関係のパートナーを見つけることが今後の地域経

済活性化について重要な意味を持つ。また、連携を促進するためには、地域住民の理

解が必要不可欠であろう。それは、地域経済活性化を住民の生活に影響を及ぼすより

身近な課題としてとらえ、「地域経済活性化は住民一人ひとりの仕事である」とのコン

センサスを得ることである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
7 クレアレポート No.265 第４章第２節を参照  
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第２章  米国の産学官連携 
 日本においても産学官連携という言葉が定着して久しいが、米国はその先進地とし

て注目を集めてきた。産業振興における産学官連携とは、経済競争力を高め雇用を創

出するため、産業界「産」と大学や研究機関「学」の連携を政府機関「官」が推進す

ることである。産学官連携はその概念自体が目的ではなく、産と学がそれぞれの目的

を達成するために活用するひとつの手段・手法に過ぎない。具体的な産学の連携の類

型8としては、委託研究、共同研究、コンソーシアム（複数の大学と複数の企業が参加

した共同研究）、技術ライセンス、大学教員の引き抜き、起業、コンサルティング、人

材育成などがある。このような連携が促進されることによって各セクターが単独で活

動を行うよりも、効率的に成果が挙げられるというメリットがある。産業にとっては、

大学等の研究機関に研究を委託することによって、自社で研究開発を行う場合の高価

な研究器具や特殊な施設の整備にかかる莫大な経費を節減し、低コスト、低リスクで

技術開発への投資ができるようになったり、大学の優秀な研究者を雇用する機会を得

ることが可能となったり、大学が持っている特許技術を導入する機会を得たりするこ

となどのメリットがある。大学にとっては、研究受託収入や、特許のライセンシング

による収入の増加によって、より多くの研究費が獲得できるようになったり、インタ

ーンシップ等によって学生の資質の向上が図れたり、学生の雇用機会の増加につなが

ったり、創出された知的財産が商業化により普及することによる社会貢献が図れるこ

となどが挙げられる。行政にとっては、産学が連携することで、地域産業が成長する

ことによる税収の増加や、住民の雇用機会が増大し、失業率や貧困率の低下につなが

り、地域の活性化を図ることができる。そして、一般的に行政には連携を促進するた

めの、ソフト・ハード両面の条件整備、利害調整、コーディネートなどの役割が期待

される。  
 
第１節 米国における産学官連携の進展 
１ ランド・グラント大学の誕生と拡大 

米国において建国当初から、民主主義を機能させるための高等教育システムの必要

性が議論されてきたが、19 世紀後半までは、大多数の人々には教育の機会が行き届い

ていなかった。すべての市民が受けることができる高等教育が確立されたのは 1862
年のモリル法の成立による無償公有地の払い下げによる大学（ランド・グラント大学9）

が誕生してからである。それらが経済振興のための州、大学、産業の連携の下地とな

った。ランド･グラント大学の多くは、現在の州立大学システム10といわれる組織とな

っている。複数の単科大学や総合大学からなる州立大学システムは、もともと州の住

民のために設立されてきた11。米国で最も歴史の古い高等教育機関は私立大学である

                                                      
8 宮田由紀夫著『アメリカの産学連携』東洋経済新報社を参照。  
9 Land-Grant University 
10 多くの州において「University of ○○」と標記される大学がそれに当たり、複数のキ

ャンパスを持つ場合には「University of ○○  at △△」、総称して○○大学群とも訳され

る。  
11 すべての人に開かれているが、入学や授業料において州内の学生が有利である。  
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が、もともとプロテスタント教会諸派などの特定の宗教団体の資金によって設立され

ている12。一方、モリル法によって設立された公的高等教育機関はそれらの伝統ある

私立大学とは性質的にまた構造的にも大きく異なっている。州による新しい学校は農

学や工学をはじめとしたより実用的な分野で、置かれている地域の要請13に応えるこ

とが期待された。モリル法によって誕生した大学組織は、大学において蓄積される知

識や技術を実用化し地域に貢献してきた。ランド･グラント大学における基礎研究が産

業競争力を維持するための革新的な製品の開発を支えるという構造が作られていった。 
 しかしながら、大学等高等教育機関への入学は一般市民にとっては狭き門であった。

そんな折、第２次世界大戦後の復員軍人援護法の成立によって、連邦政府が復員軍人

に授業料・教材購入費を助成し、州立大学やその他の承認された教育機関で就学する

ためにかかる生活費を支援する取り組みが始められた。それによって、復員軍人は、

自らの選択で教育機関に入学できた。一方で大学側も入学要件を自由に設定すること

ができた14。  
 ７年間で、約 800 万人がこの制度を利用した。約 230 万人は大学に進学、350 万人

は職業訓練を、340 万人は職業実地訓練を受けた。1951 年までに、この法律による政

府の支出は総額約 140 億ドルに上った。 
同法により、単科大学や総合大学の入学者数は激増し、以前より多様な所得層へと

大学の門戸が開かれるという、大きな変化がもたらされた。ほとんどの大学で、クラ

スは定員を超え、より多くの研究室、教職員等のリソースを必要とし、新しい大学の

建設が次々と行われた。職業教育コースも新たに加えられ、学生らはさらに高度の商

業、農業、鉱業、漁業などの分野の職業訓練等のコースの受講が可能となった。そし

て、産業界に必要とされる技術者や専門家の多くがこの復員軍人の集団から輩出され

た。復員軍人援護法によって大学教育とビジネス世界の垣根が次第に壊されてゆき、

産学連携への道が敷かれていった。 

２ 現代における産学の緊密化 

ベトナム戦争中、多くの大学キャンパスで反戦運動による社会的な亀裂が発生し、

1960 年代から 1970 年代にかけて産学連携を停滞させる要因となったといわれる。当

時は大学と軍事産業の共同・委託研究関係が産学官連携活動の中心であったが、反戦

運動によってその関係を維持することが難しくなり、連携を減退させた。このような

産学官連携活動の停滞が 1960 年代中頃から 1980 年代の初期まであったが、それ以降

再び盛り上がりを見せた。きっかけは、レーガン政権の前半に導入された産業と大学

の連携で研究開発を促進する２つの法律の実施であった。それらは 1980 年に可決さ

れたスティーブンソン･ワイドラー 技術革新法（公共法 96-480）とバイ・ドール法（公

共法 96-517）である。 
スティーブンソン･ワイドラー法は連邦研究開発機関における発明の活用を確実に

するため、連邦が所有又は開発した技術を州や地方政府や民間に移転することを政府

                                                      
12 ハーバード大学（1636 年設立）、エール大学（1701 年設立）等の有名私立大学がこれ

に当たり、ヨーロッパの私立大学を模したものが多い。現在は、ほとんど宗教色はない。 
13当初は特に、地域の教員や保健職員の養成、農業技術開発への貢献が期待された。 
14 しかし、当時はまだアフリカ系アメリカ人などの復員兵には一定の制限があった。  
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の任務であるとする基礎的な技術革新に関する法律である。 
バーチ・バイ上院議員とロバート・ドール上院議員の共同によるバイ･ドール法は、

大学、非営利の研究機関及び中小企業が、連邦資金による研究プログラムの下で開発

された発明の特許を取得することを可能にした。この法律の実施以前は、連邦によっ

て資金提供された研究から生じた発明は、公有財産となっていた。同法の規定は、大

学が発明した技術を保持することを可能にし、大学研究活動をより活発化させるイン

センティブとなった。また、連邦の資金提供による投資リスクの高い研究で大学が生

み出した技術が市場に届くという効果をもたらした。大学とその他の非営利の研究機

関はバイ・ドール法を通じて連邦資金による発明の特許を保有することを許され、こ

れらの発明を商業化するためのパートナーを求めたり、発明者自らの起業を促進する

こととなった。大学の発明の特許、ライセンシングの大幅な増加と、その結果として

の多くの新しい製品をもたらし、バイ・ドール法は過去 50 年で米国において施行さ

れた法律の中で経済に最も活気を与えた画期的な法律であるともいわれている。 
他方で、全米科学財団の法務顧問のローレンス・ラウドルップ氏は「一部の大学で

は、より利益を重視し発明を商業化する方向へ大学が進むことに対する批判も噴出し

た。特許を売って技術を散乱させることに疑問を抱く人もいる。」と指摘した。同法の

成立は、知的所有権に関する多くの論争を招き、それらを解決するための専門法廷が

1982 年に設立された。 
また、同法成立の背景には連邦の財政難のため、大学への研究開発のための助成金

が削減されたことがある。連邦の助成を受けていた水準で研究を続けるためには、自

らその資金を調達する必要が生じたため、大学は、産業界との連携に積極的になって

いった。大学研究のための民間の資金提供は 1975 年から 2002 年の間に 618％上昇し、

３億 2,600 万ドル（大学の研究開発のための資金提供全体の 3.3％）から 23 億４千万

ドルとなった。企業の研究開発資金提供の全体に占める割合が 2000 年に 7.7%とピー

クに達した15。州政府協議会16（CSG）の分析によると、連携の増加要因について、

産業界はバイオテクノロジーや IT など先端技術分野において、大学研究をより重視

するようになり、一方大学側においては、これまで大きなウエイトを占めていた連邦

政府資金の減少を背景に、大学の経営者が研究職員に、基礎的な研究より、商業化に

つながる企業寄りの応用的な研究を行うよう促すようになっていったとしている。 
しかし、これらの連携が拡大する一方で、誰が研究活動の資金を出すか、そして、

誰がその特許を得るのかといった知的所有権をめぐる紛争などの弊害が増加する。 
また、大学での研究の客観性が商業化・製品化の波にさらされて、研究結果が企業

の意図する方向に歪められてしまう恐れがある。例えば、2007 年１月に、大手石油会

社が、化石燃料の燃焼で地球温暖化が起きることに反対する団体のネットワークに研

究費を助成しているとある科学者組織が発表したとのニュースが示唆するように、商

業的利害が影響し、大学の研究結果が企業にとって都合のいい方向へ誘導され、客観

                                                      
15 ただし、依然として資金源の大部分は連邦政府が占めている。  
16 The Council of State Governments:州政府を強化し、連邦制度における州の役割を保

持し、政策の形成、実施に必要な情報と政策決定のための戦略を州政府に提供する全米組

織。http://www.csg.org/  
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性が失われることがあると指摘し、大学が産業との関係において、単に特定の企業の

利益より、社会全体の利益を生み出すように大学と産業の連携を検討する必要がある

とした。 
現在及び将来の経済の安定成長をもたらす大学、産業と政府機関の連携の重要性は

明確であるが、そのシステムの影の部分に起因する弊害の危険も同様である。より長

期的で幅広い視野で社会全体の利益を見据えて、これらの連携は絶えず監視されるべ

きであり、公的機関は大学の研究活動の健全性の確保にも努めなければならない。 
 

第２節 産学官連携に関連する連邦政府の取り組み 
 米国においては、いわゆる産学官連携を主たる目的としてその責任を負う政府機関

は存在しないが、いくつかの連邦レベルの政府機関は経済振興やイノベーションなど

における大学が果たす役割を高く評価し、民間企業とのパートナーシップによる研究

開発の推進等によって経済振興を図る取り組みを行っている。本節では特に経済振興

を見据えた産学官連携を促進する施策を打ち出している経済開発局と全米科学財団の

取り組みを紹介する。  
１ 連邦経済開発局（Economic Development Administration : EDA） 
（１）EDA が期待する大学の地域貢献 

EDA は経済開発、コミュニティー開発に連邦レベルで責任を負う機関として 1965
年に設立された連邦商務省の機関である。特に貧困率や失業率の高い地域や、低所得

地域における、雇用の創出、維持を支援するために公共事業、人材育成、事業開発な

どを促進するプログラムを推進している。1998 年の経済開発局法の改正17によって、

より効率的に雇用創出、経済振興を推進するため、補助金主体の事業から、投資に重

点を置く政策に転換しつつある。具体的には、技術を基礎とした経済開発、企業の育

成支援、技術の商業化によるイノベーションの促進、工業団地（ビジネスパーク）の

開発などの公共事業、民間融資が受けられない地域での事業に対する融資、貿易事業

支援などの活動を行っている。なお、EDA のプログラムは州、地方政府、地域の NPO
を対象としており、民間企業はこれに含まれない。 

このような地域経済開発を効率的に推進する上での、大学リソースの活用について、

前経済開発担当商務次官補のデービッド・サンプソン氏が 2004 年の EDA の機関誌18

で、大学が果たすべき役割として、次の６つの事柄をあげ、地域の経済競争力強化や、

技術革新の促進に貢献することを求めた。州政府や地方政府はこのような大学の機能

を認識し、地域のリソースと融合させて経済活性化に導いていく役割が期待される。 
① 経済振興を中心的な使命のひとつであると認識すること 

大学のすべての資産を経済成長と技術革新に結びつけるよう努めるべきである。 
② 成長（Grow）、教育（Train）、誘致（Attract）と維持（Retain） 

大学の成果は、その卒業生たちによって具体化される。他国の科学者や技術者

が米国より優れており、学生も数学や科学においてはるかに遅れている中で、大

                                                      
17 Economic Development Administration Reform Act of 1998（Public Law 105-393）  
18 「Economic Development America」Winter 2004 



 16

学はどうやって技術に精通した労働力による所得の高い雇用を創出したり、誘致

したり、維持したりして経済発展に寄与するかという課題に取り組む必要がある。 
③ 産業界と強力な研究パートナーシップを築くこと 

企業が大学とのパートナーシップを模索することができるようにしたり、キャ

ンパスの近くにリサーチ・パークを開発したりして、企業と大学の明確な連絡・

調整の仕組みを作るによって、「顧客にとっての親しみやすさ」を持つべきである。 
④ 技術移転を促進すること 

学生の起業を支援する制度を整備することによって、技術移転を促進すること。

また、企業からの委託研究をひきつけるよう、技術移転事務所と企業の関係をよ

り緊密にする。 
⑤ 「起業家精神にあふれた経済環境」を作ること 

大学は、起業するために必要なテクノロジー・インキュベータ、起業家開発カ

リキュラム及びベンチャーファンド等に研究者を結びつけることができる理想的

な位置にいる。 
⑥ 州と地域経済の背景に注意を払うこと 

有望な学生と開発した技術を地域で維持することに努める。 
（２）ユニバーシティーセンタープログラム 

EDA は、地域経済活性化に、大学が貢献するための助成金を拠出し、その拠点とし

て機能するユニバーシティーセンターを設置するプログラムを実施している。特に経

済的に停滞している地域を対象に経済振興･開発の可能性を拡大するため、EDA が大

学と連携するプログラムである。プログラムの特徴は提携する大学の出資をはじめ、

職員、学生及び施設等、大学に存在するさまざまなリソースを活用する点で、それが

助成の要件となっている。１つのユニバーシティーセンターへの EDA からの交付金

の平均額は 10 万４千ドル／年（2005 年度）で、設置する大学側も運営資金を負担し、

職員、学生、施設等を提供する。大学の負担率は通常 50％であるが、大学側のリソー

スが限られている場合などには 25％に減じられることがある。同プログラムは 1966
年に始まり、初年度は６のユニバーシティーセンターに助成した。2004 年度はこのプ

ログラムの助成を受けているユニバーシティーセンターは 63 施設であった。2000 年

の調査によるとユニバーシティーセンターを設置する大学の９割以上が公立大学で、

半数以上が、総合大学である。 
多くのセンターにおいて、運営資金は、大学だけでなく、他の連邦機関、州政府、

民間からの資金を得て運営しており、より多様で多くの団体から支援を集めているセ

ンターほど運営に成功していると報告されている。半数以上のセンターは経済開発組

織への支援に最も重点を置いている。支援活動の対象範囲はセンターによってさまざ

まであるが、経済開発組織を主に支援するセンターは、（基礎的）自治体の管轄範囲を

対象としている。2004 年度は全米で 63 のセンターが 41 州とプエルトリコ準州に存

在しており、テキサス州は６、カリフォルニア州及びバージニア州は３と３以上存在

する州がある一方で、コネチカット、デラウェア、ロードアイランド、バーモント、

ワイオミング、ネブラスカ、ユタ、サウスダコタ、メーンの各州にはない。 
 一般的に、ユニバーシティーセンターは次の３つの活動を行う。  
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ア 計画策定、技術支援 
商業会議所などの経済開発組織や企業に対し、振興計画やビジネスプランの策

定等の支援を行う。少しデータは古いが 1998 年のユニバーシティーセンターの

計画策定・技術支援活動は 458 を数え、活動全体の約３分の２を占めた。そのう

ちの８割以上が経済開発組織に対して行われた。経済開発組織に対する支援活動

で最も多いのは、経済開発プログラムや特別事業の計画策定支援である。支援の

相手方は基礎的自治体または商業会議所等の管轄の範囲で活動する組織が多い。

具体的には基本的計画に関して、計画策定・実施・運営・評価の支援、特定の経

済開発プログラムの実行可能性やその影響の分析、組織の機能向上のための職員

研修、組織間の調整に対する支援及び人事、資金集め、コミュニケーションとい

った組織開発に関する支援等を行う。 
イ 応用研究支援 

地域社会の経済的問題の解決・研究を行い、特定の個人、民間団体を対象とし

ていない。地域の経済分析を行って公表したり、政策の素案を作成したり、それ

らを大学や産業界の広報誌に出版したり特定の産業やクラスターに関する調査を

行ったりしている。応用研究のテーマの主なものは、技術移転・商業化、労働力

開発、企業の保持・拡大、中小企業育成支援などである。 
ウ 広報・情報提供支援 

経済開発の課題、地域経済のトレンド、統計情報、ユニバーシティーセンター

の活動などを地域住民や企業に情報提供する。具体的には、カンファレンスやワ

ークショップの開催、ニュースレターなど広報誌の出版、各種統計情報の提供を

行う。 
 

２ 全米科学財団（National Science Foundation: NSF） 
NSF は、科学技術の研究開発の促進と、研究教育の支援のために、1950 年に設立

された。NSF は、特にこの数十年で多くのリサーチセンターと民間セクターへの知的

資源移転、技術移転を促進する事業を確立してきた。「技術革新のためのパートナーシ

ップ」事業（2005 年度）の報告書の冒頭で、「パートナーシップは経済成長とその他

の社会的利益のために、知的資源と熟練された労働力を結合させ、技術革新能力を高

めるための重要な手段である。パートナーシップは大学、民間セクターの各業種の企

業、地方政府、州政府、連邦政府の様々な組み合わせがあるが、それぞれのパートナ

ーの価値を高め、イノベーションを生み出す可能性がある。民間企業は利益につなが

る新たな知識や労働力へのアクセスを得る。大学は、財政的支援、知的所有権からの

収入、学生の企業へのインターンシップの機会のアクセス等を得る。地方政府は持続

可能な地域の経済発展を得る。研究機関から企業への技術人材の移動はイノベーショ

ンのプロセスを促進する。」として、産学官の連携による技術移転の重要性を説明した。 
次に産学連携による技術移転を促進する NSF の主な取り組みとして次の２つを紹

介 す る 。 下 記 の ほ か に も 、 Engineering Research Centers(ERCs) 、 Grant 
Opportunities for Academic Liaison with Industry(GOALI) 、 Comvined 
Research-Curriculum Development(CRCD)など産学連携に関する多くのプログラム
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を実施している。 
（１）州産学協同研究センター（S/IUCRC） 

NSFは 1978年から産業･大学共同研究センター19プログラム（I/UCRC））を実施し、

大学の基礎研究と、産業の応用的技術ニーズの谷を埋めるための連携を促進する取り

組みを行ってきた産学官のパートナーシップである。 
1991 年にはこれに州政府を加え、州レベルで産学官連携による技術移転を促進する

ため、NSF と NGA（全米知事会：National Governors Association）により州産学共

同研究センター（S/IUCRC）が設立された。州の経済開発を目的として、核となる基

礎的な研究プログラムを支援する活動を行う。支援は共同契約の形で期間は最大８年

間である。NSF の支援のほかに、州政府も分担金を拠出しなければならない。 
（２）イノベーションのためのパートナーシップ（Partnerships for Innovation） 

このプログラムはイノベーションのためのパートナーシップを促進する補助金で、

学習の発見の過程で生み出された新しい知識とイノベーションを結ぶことを目的とし、

技術移転・商業化の促進、労働教育、職業訓練、イノベーションのためのインフラ整

備を促進する。  
米国内の大学とカレッジ（短大やコミュニティーカレッジを含む）を対象とし、そ

れらのパートナーとして想定されるのは、他の大学機関、NPO、民間企業、ベンチャ

ーキャピタル、州政府、地方政府団体や連邦の研究機関など（これらに限らない）で

ある。2005 年度の事業規模は 900 万ドルで、１件当たりの最高助成額は 60 万ドル。

期間は２～３年である。  
 

第３節 地域経済活性化のための産学官連携  
 地域経済活性化のための産学官連携の促進を図るために、政策立案担当者は地域経

済活性化において地域が持っているリソースとしての大学が具体的にどのような形で

その役割を果すのかを検討することになる。特に第１章で述べたイノベーションを基

礎とした地域経済振興における技術移転・商業化と、その過程から生まれる企業の育

成（ビジネス・インキュベーション）、それらを基礎とする産業クラスターの発展、技

術開発と商業化の担い手となる人材の育成における大学の関わりとその連携を促進す

る州・地方団体等の取り組みについて多くの事例を交えながら紹介する。  
１ 技術移転の促進 
（１）技術移転とは 

技術移転は「新規又は改良された製品、サービス、過程、開発、製品、商業化への

基礎・応用研究の結果の移転」と定義されている。EDA は技術移転について「エンジ

ニアリングが新しい科学に適用されるとき、それはテクノロジー（技術）となる。技

術移転は、企業が、技術情報が蓄積されている大学やその他の機関から新技術を実用

的で売買可能な製品に変えることである。」と説明し、共同研究開発、特許の使用許可

（ライセンシング）20、大学が企業に対し無償または有償で提供する技術協力などの

                                                      
19 Industry/University Cooperative Research Centers 
20 特許の所有者がその知的財産権を企業に移転する伝統的なライセンシングと、技術開

発した組織が組織内の者または開発者本人にライセンスを与え、新企業を立ち上げること
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過程で技術移転が行われるとしている。産学官連携は大学から企業への技術移転の過

程において生じる。 
EDA は、先に述べたように大学がイノベーションの原動力として、地域経済に貢献

できるリソースを持つ存在で、地域経済開発の手段として、実用的な研究をもたらす

大学の重要性がますます高まっているとしている。1970 年代から現在にかけて多くの

研究大学で技術移転事務所（TLO）が設立され、全米技術移転管理者協会（AUTM）

も 1974 年に設立され、技術移転を促進するための活動を行っている。大学の技術移

転事務所は、大学の研究機関とは別の組織または大学当局によって監督される独立組

織によって運営されることが多い。 
（２）州の経済開発戦略計画と技術移転 

現在、多くの州や地方政府において、産学による研究開発、技術移転の促進は経済

振興を図る上で重要であると認識され、地域における研究開発及び技術移転に関する

産学の既存のリソースを把握して、それらを効果的に活用することによって地域経済

の課題や問題点を解決に導く事業計画を策定する取り組みが行われている。 
また、産学官連携による技術移転によって多くの起業を促進することになるが、起

業数が伸びてもその分失敗も多く、いわゆる多産多死が問題であり、誕生したばかり

の企業が成長していく過程で必要な支援を提供できる体制を整える必要がある。また、

経済開発の戦略において、技術移転・商業化の過程においてひとつの企業や機関がす

べてを行うのではないので、関係する企業や機関のマッチングを行う活動も重要であ

る。これらの課題にも配慮して計画が策定されている。  
近年において、経済開発戦略の一部としての科学技術振興計画の策定が、州におい

て一般的になってきている。州は既存の技術資源を査定し、経済活動を振興させるた

めそれらが将来性を持っているかどうかを判断し、科学技術主導の経済振興の道を探

っている。州が科学技術計画を打ち出すことによって、その取り組みに対しする州民

の理解を得たり、投資家にアピールし州内の企業と技術への投資を誘引したりするこ

とも意図している。 
メリーランド州では科学技術計画の「テクノロジービジョン」で「メリーランド州

は、ワールドクラスの大学において政府の支援を受けた州内の研究機関によって生ま

れた新しい技術的な発見を応用し、商業化することによって既存の製造業を近代化す

る産業技術のリーダーとならなければならない。」と、州内の科学技術施策に方向性を

与えている。これに基づき州はジョン・ホプキンス大学とメリーランド大学などの研

究開発機関に設立されるボルチモア市のテクノロジー・ビジネス・インキュベータを

支援している。さらに、州はバイオ関連施設を同市に設立した。 
いくつかの州政府では、不況にあえぐ地元の伝統的な中小規模の製造業との連携を

図っている。例えば、ノースカロライナ州立大学は伝統的なメリアス類の産業のため

の調査事業を行った。ニュージャージー州では漁業・養殖技術拡大センター（Fisheries 
and Aquaculture Technology Extension Center）が州の漁業、養殖業へ新しい技術を

導入する活動を行っている。 

                                                                                                                                                                      
もこれに含まれる。  
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（３）州センターズ・オブ・エクセレンス（State Centers of Excellence） 

多くの州は、州政府、大学、産業の連携を通して、様々な分野での科学技術の商業

化を促進する「State Centers of Excellence」を設立している。その Centers は多く

の場合、地域の主要な大学内に建設されている。Centers of Excellence は特定の分野

の技術開発をサポートしている。例えば、ニューヨーク州の Centers of Excellence
は、ナノエレクトロニクス、バイオインフォーマティクス（生物情報学）、フォトニク

ス（光通信学）、環境システム、無線機器、IT に特化している。  
ノースダコタ州では、州政府主導で、地域の資産を経済開発のために有効に活用す

るための連携において Centers of Excellence が重要な役割を果たしている。高所得の

雇用を創出するため、高等教育と経済開発を結び付ける計画を策定し、「Centers of 
Excellence は州の経済振興のため、ノースダコタ大学のすべてのキャンパスを活動的

なパートナーとする」21として企業にとって大学の持つ新しい技術、専門知識を持つ

労働力である卒業生へのアクセスや研修の場を提供することを促進している。

Centers of Excellence の取り組みによって、開発された技術やアイデアの商業化を促

進し、起業と企業誘致を推進している。そのような技術の商業化を行う企業は専門的

知識を持つ人材を必要とし、それらは比較的高所得の雇用となり、地域の所得水準の

向上につながっていくとしている。  
（４） 州レベルにおける技術移転促進のための産学官連携事例 

ア カリフォルニア州 

科学技術革新機関 

州の新産業創出と市場の拡大、維持を目的として、カリフォルニアの先端技術と

ライフサイエンス企業を結びつけるため、州政府によって次の４つの機関が創設さ

れた。それらの機関は、州内のカリフォルニア大学のキャンパス内にある。これら

の施設の設置にあたる資金の３分の１は州政府で、残りはカリフォルニア大学と、

産業界が拠出し、合計 12 億ドルと推計される。 

                                                      
21 ノースダコタ州ウェブサイト  http://governor.state.nd.us  
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カリフォルニア州立大学キャンパス位置図  

（http://ucsts.berkeley.edu/Images/Cal_Map.jpg）  
 

①  California Institute for Telecommunications and Information Technology 
（Cal-（IT）２） 

カリフォルニア大学サンディエゴ校とアーバイン校にあり、IT、モバイルコン

ピューティング、バイオインフォーマティクス、教育、美術、センサーネットワ

ーク、交通インフラ、国土安全保障といった様々な分野の研究を先導している。

40 社以上がパートナーとなっており、それらの組織の規模はさまざまで、分野も

コンピュータ、コミュニケーション、ソフトウェア、センサー、薬学、ベンチャ

ーキャピタルなどと多様である。  
②California Nanosystems Institute (CNSI) 

カリフォルニア大学ロサンゼルス校、サンタバーバラ校にあり、バイオメディ

カル、情報、製造技術の開発に利用される。CNSI は 30 社以上の企業と連携し、

それらのほとんどは、カリフォルニアに拠点を持っている。半数以上の企業は、

研究段階の新興技術の開発による長期的な利益のために、重要なリソースを供給

している。  
③ Center for Information Technology Research in the Interest of Society 
(CITRIS) 

CITRIS はエネルギー効率、交通、災害対策情報システムなど、社会の基礎的

な課題解決ニーズに応えるため、IT 技術やその専門知識を持つ人材を活用して研

究を行うセンターである。カリフォルニア大学バークレー校が中心となり、デー

ビス校、マーセド校、サンタクルーズ校の４つのカリフォルニア大学のキャンパ

スから、エンジニアリング、科学、社会科学等 100 以上の専門分野の学部が参加

し、20 社以上の支援会社の研究者と連携する。民間の資金提供者からの多くの寄

付も集めた。 
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④California Institute for Quantitative Biomedical Research（QB３）  
カリフォルニア大学サンタクルーズ校、バークレー校、サンフランシスコ校ミ

ッションベイキャンパスに設置されている。  
カリフォルニア州サンディエゴ校（UCSD）コネクト（CONNECT） 

これは、同校における、ハイテク、ライフサイエンス企業とベンチャーキャピタ

ルによる資金提供、経営支援のサービス等、企業が必要とする重要なリソースをつ

なぎ合わせるネットワークで、サンディエゴ地域の起業を支援する組織で 1985 年

に設立された。UCSD コネクトはこれまで 800 社以上を支援してきた。 
イ コネチカット州  
コネチカット・イノベーションズ（Connecticut Innovations: CI）  

CI は技術革新と起業を通じて、経済競争力を高めるために、コネチカット州によ

って設立された。発明の技術競争力強化と、商品化の促進のために地域の大学と協

力するコネチカット州内企業の支援を主たる目的とする。また、研究と初期の製品

開発のための資金援助も行う。 
1995 年以来、CI は先端技術開発の主要な資金提供者となり、１億 3300 万ドル

以上をコネチカット企業に投資した。CI の投資は、高所得の雇用を生み出したり、

州経済を知的資源が牽引する経済に変え、技術革新を担う企業を誘致したり留めた

りして、競争力を生み、コネチカット州の経済振興に資することを目的としている。

また、CI は州の将来の技術力を高めるため、コネチカット技術革新奨学金プログラ

ム、Connecticut’s BioBus22といった主要なイニシアティブにも出資している。  
ウ ジョージア州 
ジョージア・リサーチ・アライアンス（GRA）23 

GRA は、ジョージア州内の６つの研究機関（ジョージア大学、エモリー大学、ジ

ョージア工科大学、クラークアトランタ大学、ジョージア州立大学とジョージア医

科大学）の連携で、地域の研究機関に技術移転に関する支援を提供することによっ

て、地域経済活性化に貢献している。 
GRA の設立以来 61 のプロジェクトを実施し、近年では研究機関の発明からベン

チャー企業を生み出す過程を効率化するベンチャーラボ（VentureLab）プログラム

も実施した。また、ジョージア州の研究機関を、現在発展中の新しい学際的な分野

であるバイオインフォーマティクス（生物情報学）に特化した拠点とするためのイ

ニシアティブにも資金を供給している。 
エ ペンシルベニア州   
バイオアドバンス（BioAdvance）24 

113 億ドルのタバコ産業訴訟による和解金25を活用して、ペンシルベニア州政府

                                                      
22 主に初等中等教育の生徒を対象に、移動式実験室（バイオバス）を活用して科学に対

する関心を高め普及するプログラム。www.ctbiobus.org   
23 www.gra.org  
24 www.bioadvance.org 
25 全米のほとんどの州政府が、大手タバコメーカー５社を相手どり、州が支払った医療

費のうち、タバコが原因とされる病気の治療に要した費用の返還を求めた訴訟による和解
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によってつくられる３つの「温室（greenhouses）」（営利を目的とするインキュベ

ータ）のうちの１つである。和解金の一部は、Biotechnology Greenhouse of 
Southeastern Pennsylvania の設立資金とされ、グレーターフィラデルフィア地域

のバイオテクノロジーの振興に使われた。同組織は、技術移転を促進し、バイオテ

クノロジー分野の優秀な研究者を誘致したり、留めたりするために地域の研究機関

と協力する。 
デジタルグリーンハウス（Digital Greenhouse）26 

カーネギーメロン大学とピッツバーグ大学を中心として、企業や優秀な研究者を

誘致することによって南東ペンシルベニア経済の成長を促進する州主導のイニシア

ティブであり、それぞれの先端技術研究とバイオテクノロジーの強みを結合してい

る。デジタルグリーンハウスはこれまで 661 の雇用を創出した。今後３つの「グリ

ーンハウス」イニシアティブの完成によって、計 5,500 の新規雇用を産み出すと見

込んでいる。 
同州は次の数十年にわたってタバコ訴訟和解金を活用しバイオテクノロジーに

19 億ドルを投資する予定である。 
２ 企業の育成（ビジネス・インキュベーション） 
（１）ビジネス・インキュベータの発展 

生まれたばかりの企業を育成するための施設であるインキュベータの概念は 1970
年代に米国で確立され、はじめは、米国中西部や北東部で移転・廃業などで使われな

くなった工場跡地が、インキュベータとして転用されたといわれている。 
1980 年代になると、連邦政府は、中小企業こそが地域の雇用に多大に貢献しており、

それを生み出すインキュベータの重要性を認識し始め、中小企業庁が支援を開始した。

最初はインキュベーションの概念を紹介するために全米で地域会議の開催や、インキ

ュベーションに関する広報誌とハンドブックの出版を行い、1985 年には全米インキュ

ベーション協会が設立された。 
1985 年以降、全米のビジネス・インキュベータの数は、当初の約 40 だったのが約

850 まで急速に増大した。新技術や新サービスの開発に力を入れ、現在バイオテクノ

ロジー、クリーンエネルギー、セラミック技術、インターネット、ソフトウェアと情

報通信など幅広い産業をカバーしている。近年では特にエネルギー分野が注目を集め

つつある。インキュベータ施設は小規模であるため、農村、郊外、都市を問わず、高

い成長が期待されるベンチャー企業に提供される。 
ビジネス・インキュベータが行うサービスは、会社経営の基礎的なノウハウの提供、

マーケティング支援、会計・財政管理、投資家などのビジネスパートナーへのマッチ

ング、ネットワーク活動、大学等の高等教育機関とのマッチング、会議室等の共有施

設の提供などである。  
企業を育成する活動は基本的に営利目的では成り立ちにくく、多くのビジネス・イ

ンキュベータは、大学、州・地方団体または地元の企業で支えられる非営利団体であ

                                                                                                                                                                      
金。和解金は総額 2,450 億ドルと多額にのぼる。  
26 www.digitalgreenhouse.com 
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るが、米国においては、営利を目的とするインキュベータもある。特に 1990 年代後

半の IT 産業が隆盛だったとき、営利を目的とするインキュベータに劇的な変化があ

った。現在も成功しているいくつかのインキュベータは IT ブームが到来する以前に

ベンチャーキャピタルから莫大な資金提供を受け、コンサルティング会社やベンチャ

ー投資者がインキュベータの運営に積極的に関与している。近年でも将来性のある技

術分野におけるビジネス・インキュベータやビジネス・アクセラレータが存在してい

る。営利目的のインキュベータが成功するためには次のことが重要であると専門家は

述べている。これらは非営利のインキュベータにも示唆を与える。  
①起業のための専門的知識を供給しながら、企業の成長過程で多様化するニーズに

応えること。 
②インキュベータや投資家よりも、利用者の利益の最大化に重点を置くこと。  
③付加価値のあるサービス、ネットワークその他総合的な支援を提供することに重

点を置くこと。 
米国内でテクノロジー・インキュベータの優良事例としてしばしば紹介されるのは、

ジョージア州アトランタのジョージア工科大学と関連する Advanced Technology 
Development Center、コロラド大学ボールダー校のコロラド Technology Incubator、
アラバマ州バーミンガムの Entrepreneurial Center、ニューヨーク州トロイの

Renssalear Polytechnic Institute Incubator Center、カリフォルニア州サンノゼの

Software Business Cluster、及びテキサス大学オースティン校の IC2 研究所の Austin 
Technology Incubator などである。 

1980 年以降、米国においてインキュベータを利用した企業は延べ 250,000 以上の

雇用を創出し、税収や、地元企業社会資本に貢献して、地域全体の経済に大きな波及

効果をもたらしたといわれている。 
（２）ビジネス･インキュベータのケーススタディー 
オースティン・テクノロジー・インキュベータ（Austin Technology Incubator：ATI）
27 

ATI が設立された 1989 年頃の、テキサス州オースティン市は不況に見舞われてい

た。州都である同市の失業率は上昇し、ビルの空室率は米国で４番目に高く、賃借料

は急落した。しかし、同市にはそれはテキサス大学の本校であるオースティン校とい

う資産があった。加えて IBM、モトローラ、MCC28と SEMATECH29など世界のトッ

プクラスの半導体の研究施設が立地していた。それらの事実はこの地域に、優秀な技

術を持つ若い労働力が存在することを意味する。不況に見舞われたが、市自体は多く

の人々をひきつける質の高い生活と活気のあるライフスタイルを提供していた。 
地域の経済問題の解決を図るため、当初３年間の事業として大学、政府と産業界に

よって ATI が設立された。ATI は新しく企業を誕生させることによって空室を満たし、

                                                      
27 http://www.ati.utexas.edu/  
28 Microelectronics Computer Technology Corporation:民間企業による共同研究開発組

織。  
29 Semiconductor Manufacturing Technology:国家レベルの官民パートナーシップによ

る半導体の研究開発組織。  
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雇用を促進するオースティンの経済基盤のひとつとなった。 
初期の課題の１つは、シードキャピタルの不足だった。オースティンにはベンチャ

ーキャピタルを引き受ける銀行はなく、わずかなエンジェル投資家が存在するだけだ

った。ATI はキャピタルネットワークを始めることによってこの問題の解決に努めた。

ベンチャーキャピタルのネットワーク会議を定期的に開催し、起業を目指す者をエン

ジェル投資家に紹介したり、投資家と起業家のための教育プログラムを実施した。３

つのテクノロジーベンチャー企業から始まったが、2006 年末までに ATI から 150 社

が卒業し、のべ 10,000 以上の雇用を創出した。 
ATI の主なサービスは、オフィス家具、インターネット、電話、会議室などハード

面の支援、ビジネスモデル、マーケティング戦略、資金集め、知的所有権戦略などの

経営戦略策定支援や財務・人事管理などの経営指導も行う。 
入居のための審査は、一次が大学内、二次が外部審査である。審査にあたっては人

物、技術の内容と将来性などが重視される。入居が認められるのは平均して申請者の

５～10％と非常に競争率が高い。入居後は、目標を数値化して達成度を評価される。

１年後に目標に達していない場合には、翌年の継続は認められない。最長３年まで入

居可能である。 
インキュベーションの運営に当たり、エンジェルやベンチャーキャピタル、弁護士

や会計士、大手 OA 機器業者及び州政府、会議所などの公的セクターが協力している。

また、アドバイザーとして 100 人以上が無報酬で協力している。  
最近では風力及び太陽光発電、燃料電池など環境、エネルギーの分野で今後のマー

ケットが大きく成長すると予測して力を入れており、国立再生可能エネルギー研究所

（National Renewable Energy Laboratory：NREL）が全米に 11 ある環境インキュ

ベーションをネットワーク化しており、ATI もそのひとつである。オースティンに８

社、全米で 78 社が入居中である。 
 

３ 産業クラスターの形成 
（１）産業クラスターの概念 

クラスターという考え方はイタリア北部からきているといわれる。その地域には伝

統的に服飾などのデザインを行う会社が集積していた。それらのほとんどが職人個人

による小規模な企業であるが、個々の専門性と相互協力によって世界規模の競争力を

得た。これを伝統的なモデルとして、州や地方政府が戦略的に地域産業クラスターを

形成し、地域経済を活性化させようという活動が全米各地で行われている。 
産業クラスターは活発に商取引やコミュニケーションが行われる同業又は関連のあ

る企業の地理的な集積と定義され、特定の社会資本、労働者、市場、サービス等を共

有しており、共通の機会と共通の課題に直面する。クラスターを形成する産業は IT、

ライフサイエンス、航空、自動車、ビジネスサービス、印刷出版、家具などさまざま

である。 
現在多くの州で、産業クラスターへの支援・強化の取り組みが行われている。特定

の産業の企業群とそれを支援する研究所等が集積することによって、専門分野の労働

者の確保や関連する他の企業との連携が容易になり、特定の産業分野でより早く新技
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術を導入することが可能になること、公的支援が受けやすくなること、スピンオフな

どの内発的な起業が促進されること、地元ベンチャーキャピタルや融資機関から企業

の運営に必要な専門知識が得られること、将来の顧客となりうる地元企業とのかかわ

りを持つ機会が得られることなどといったメリットが生まれる。 
クラスターは地域にもともと存在していた産業分野で発展する傾向があるが、時に

州や大学などの主導による計画的な経済開発戦略によっても形成される。近年特に、

州と地域が産業クラスターを重要な開発戦略とする傾向が高まり、経済成長を最大化

するため、地域のすべての企業、資本、労働力、研究、アイデア、教育などの強みを

結集する活動に、大学の参加が強く求められている。EDA が、イノベーションの過程

で大学はその原動力となるリソースを兼ね備えており、産業クラスター形成へ効果的

に機能すると報告しているとおり、地域の産業クラスターの発展にとって大学は重要

な存在であるとされている。地域産業クラスターのニーズに関連した研究の基礎が大

学にあれば、そのクラスターに大きな影響力を持つことになる。それに加えて、経営、

マーケティング、法律及び労使関係といった組織運営についてもフォローすることが

期待されている。 
大学は産業クラスターにとって大きな存在となり得るが、クラスター内の企業が大

学研究から生まれた技術を吸収できなければ、その技術革新の恩恵は他地域へ流出し

てしまうことにつながりかねないし、大学内に研究開発のベースがなければ、大学が

いろいろな手段で地域に貢献しても、地域経済を振興する原動力になり得ない。言い

換えれば、大学は新産業を創出することによる経済の活性化を促進する優れた資産で

あるが、地域を成長させるこれらの産業の力は、大学の得意分野だけでなく、同時に

大学の研究開発が産業のニーズにあっているかということが重要であり、クラスター

を形成する企業が求めている専門知識や新技術を見極め、地域に競争力をもたらす産

業分野は何であるかを明確にする必要がある。 
（２）産業クラスターのケーススタディー 

ア ミシガン大学とアナーバー産業クラスター（大学‐クラスター連携） 
ミシガン州のアナーバー産業クラスターは産業、大学、地方政府による連携事

例として評価されている。地域の持つ強みを明確にして、地域企業のニーズとマ

ッチした研究分野の基礎を有する大学が参画することによって、IT とライフサイ

エンスの２つの新産業が発展したといわれている。 
アナーバーは州の南東に位置し、米国で有数の研究大学であるミシガン大学や

数百の IT とライフサイエンス企業の拠点となっている。この地区には、他にも

西部ミシガン大学やワシュテナウコミュニティーカレッジといった比較的規模の

大きい教育機関がある。同地域はもともと自動車産業が主要な産業であり、関連

するプラスチック、金属製造とモータ駆動製品もまた主要な産業となっている。

近年においては、経済の多様化に対応するために、従来の産業の他に IT やライ

フサイエンスといったさまざまな産業を支援できる環境が整っていき、それらの

企業の重要な拠点へと変化しつつある。そして 300 以上のソフトウェア企業やニ

ューメディア企業、また 80 以上のライフサイエンス関連企業が、アナーバーと

ワシュテナウカウンティーに立地している。  
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州とカウンティーの経済開発戦略  
地元の経済開発機関とミシガン州経済開発公社（Economic Development 

Corporation：MEDC）が積極的に、アナーバーの経済の多様化と投資の誘致に

取り組んでいる。また、アナーバー地域を管轄するワシュテナウカウンティーの

経済開発組織である Washtenaw Development Council（WDC）が、10 億ドルの

投資を行ったり、アナーバー市がファイザー社の２億 5000 万ドルの増資に対し

減税を行ったりした。アナーバーIT ゾーンは、地元の IT 企業とミシガン大学の

連携であるが、それは、WDC の取り組みによって促進された。また IT ゾーンは、

アナーバー /イプシランティ・スマートゾーン30から生まれたものである。 
ミシガン州は、MEDC を通して、経済開発戦略を策定するために、地域の政府

と大学で連携し、ライフサイエンスコリドーと IT イニシアティブに重点的に投

資した。ミシガン州は、経済開発債、税クレジットや補助金など、さまざまな事

業を活用して経済開発の促進に努めた。 
大学等教育研究機関の参画 

ミシガン大学は、38,000 人以上の学生を抱え、地元の産業とコミュニティーと

深く関わっている。ミシガン大学のビジネススクールは、自動車および IT 産業

に重要な役割を果たしている。大学と州政府間の連携は、ライフサイエンスコリ

ドーとミシガン大学商業化イニシアティブを誕生させた。同大学の複数の研究所

がさまざまな形で地域経済振興に関わっている。例えば、Institute of Labor and 
Industrial Relations は、経済と労働市場の見通しに関する情報を提供する。The 
Center for Local, State and Urban Policy は、州、都市と周辺地域が直面する問

題を調査している。 
大学の技術移転事務所は、発明者の資金確保や特許事務の援助を取り扱い 1998

〜2002 年の間に 32 社のスピンアウトに関わった。大学は、将来有望とされる学

部や学生に資金提供を行っている。 
研究活動は農業を除くすべての学部で実施されている。特に、ライフサイエン

スにおいては、医療科学とバイオサイエンスが最も多くの資金提供を受けている。 
ライフサイエンスコリドー 

MEDC は、アナーバー /イプシランティ地域でライフサイエンスコリドーの発

展に取り組んできた。そのライフサイエンスイニシアティブは、生物情報学

（bioinformatics）、複雑系バイオ（biocomplexity）、その他バイオテクノロジー

から派生する学際的な研究など７つの異なった分野の研究を実施する。新しいラ

イフサイエンス研究所や遺伝子治療センターは、それらの分野における先端の研

究拠点として注目を集めている。  
アナーバーIT ゾーン 

ミシガン大学は IT 産業クラスターの発展のため活発に活動を行っている。産

学官連携で IT 産業の発展を遂げたカリフォルニア州の成功に習った IT 産業クラ

                                                      
30 スマートゾーンプログラムはミシガン州の地域に新しい産業を誘致する取り組みであ

る。詳細は「第５節 先進的事例紹介」を参照。  
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スターを形成するため、アナーバー地区はアナーバーIT ゾーンとして州のスマー

トゾーンの指定を受けた。ミシガン大学、企業、地方政府のパートナーシップで、

同地区に IT 産業クラスターを形成するものである。IT ゾーンにおいてミシガン

大学ビジネススクールの「Wolverine Venture Fund」はベンチャー投資家と協働

し、州内の新興企業に資金調達機会を提供したり、基金自体もベンチャー企業に

直接投資を行っている。ミシガン大学の Samuel Zell & Robert H. Lurie 研究所

はシンポジウムを開いて、起業家とベンチャー投資家が一同に会する機会を提供

し、ベンチャー企業の新技術が投資家に紹介されている。 
IT クラスターはまだ比較的小規模で、まだ平均よりわずかに集積が図られただ

けであるが、アナーバーでは近年集中的に IT 産業の発展に力が注がれた。地域

レベルでは、WDC が積極的に参画し、アナーバー IT ゾーンやビジネス・アクセ

ラレータの発展に努めている。アクセラレータは、他の地域の IT 企業のアナー

バーやイプシランティへの転入を促進している。1995 年は 3,500 人の従業員と

200 社の企業であったが、2000 年までに、従業員数は 20,000 人に企業は 1,000
社まで増加した。 

イ フロリダ州立大学、フロリダ州タラハシー市(産業クラスター戦略の課題) 
フロリダの州都タラハシー市は、州の北西、メキシコ湾から 20 マイルに位置

している。タラハシー大都市圏には州政府、地方政府、フロリダ州立大学（FSU）

とフロリダ農工大学がある。同市があるレオンカウンティーは、フロリダ州で高

学歴者が最も多く住んでいるカウンティーで、住民の 42％が４年制大学卒以上の

学歴を持つ。フロリダ州には、ほぼ 35,000 人の大学生（28,230 人は総合大学）

がいる。主な学部は、経営、行政、教育、社会科学、芸術等である。 
FSU は、航空、IT、医療機器の３つの分野にまたがる広範囲な研究資産を持っ

てはいるが、CSG の分析によると、産業クラスターの発展と地域住民の雇用に結

びついているとはいえない状況であるという。 
州と地方の経済開発戦略 

州と地方政府と大学は、タラハシーを研究開発活動のための拠点とするための

取り組みを行ってきた。FSU はフロリダ農工大学とレオンカウンティーと連携し

て企業誘致を行ってきた。また、大学と産業の研究機関のための団地として、イ

ノベーション・パークが、1980 年代に建設され、現在 FSU とフロリダ農工大と

全米科学財団（NSF）が共同で設立した High Magnetic Field Laboratory and 
Research Center を擁する。またさらなるリサーチ・パークが FSU によって計画

さている。企業誘致及び企業育成のためカウンティー政府は、民間給与平均の

115％以上の新規１雇用あたり、税控除や研修事業について 5,000 ドルを上限と

したインセンティブを提供している。 
また、フロリダ州は、経済開発を促進するための企業支援、税クレジット、税

金還付とそれらをあわせた金融支援などの支援制度を用意している。経済開発活

動を担当する官民パートナーシップであるエンタープライズフロリダは、業務の

拡張や移転を希望する企業に対してサービスを提供したり、大学の技術移転事務

所や専門家へのアクセスを提供したりする。タラハシー経済開発公社も、IT 産業
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の集積を目標としている。 
地域で行われている主要な研究活動は IT で、そのクラスターを発展させるた

めの研究が、FSU とフロリダ農工大で行われている。また、FSU の工業カレッ

ジは、IT クラスターを重視するいくつかの産業研究と援助プログラムを持ってい

る。さらに同大学には、High Performance Computing、Simulation Research Lab
や Transmission Engineering Laboratory など他にも IT 研究資産が存在する。 

FSU には、医科大学や神経科学プログラムなど保健に関連する研究機関もある。

さらに FSU の技術移転事務所は、パートナーとなる企業を探すための Corporate 
Relations and Development 事務所を新設した。FSU の研究資金提供は、1994
～2003 年の 10 年間で２倍以上になり、2002 年は１億 4,800 万ドルを受けた。

物理科学分野の資金提供がその大部分を占める。 
そのようにして環境が整備されていったが、FSU はその高度の大学研究成果を

吸収する地元産業に恵まれなかった。地域の４つの主要産業（通信機器、ビジネ

スサービス、印刷出版、家具）はどれも全米平均より突出して集積しているわけ

ではないうえ、通信機器を除いては、大学が力を注いでいる研究から直接的な利

益を得る産業はない。また、IT 産業も大学の研究資産から恩恵を受けたクラスタ

ーを形成するに至っていない。地域の IT 産業は大学研究から利益を得るには小

規模であった。また、市が提供する税控除などのインセンティブでは IT 企業を

十分に誘致することができなかった。CSG は、タラハシーが州都であり、伝統的

に州政府をはじめとする公的機関が主要な雇用者として存在しており、地域経済

の大部分は、行政を対象としたサービスに依存していることもその要因のひとつ

であると分析している。 
（３）産業クラスター開発に関する専門家の意見 

ウェイピング・ウー氏（Dr. Weiping Wu：バージニアコモンウェルス大学教授） 
大学と産業と政府の間の連携が成功していても、それだけでは地域経済の活性化に

は結びつかない。同氏は知識集約型の創造的産業を集積させるために、どのような都

市政策が有効か、また、いかにして地域の魅力を創造し、産業の担い手となる企業、

労働者、学生を引きつけて、定住を図るかについて研究している。同博士は著書

「Dynamic Cities and Creative Clusters」で、先進的取り組みを行っている「ダイ

ナミック」な都市におけるいくつかの共通点を例示した。それらは次のとおりである。 
○技術移転を促進する大学の存在  

先進的都市の大学は、一流の教職員を雇用し地域に留めることによって知的資

源を開発する傾向がある。たとえば、サンフランシスコ湾岸地域のバイオテクノ

ロジーなどの技術力はスタンフォード大学、カリフォルニア大学サンフランシス

コ校と同大学バークレー校の存在に支えられている。これらの大学は、技術革新

を促進する起業家が育つ場となっており、卒業生は、在籍した学部や研究所の教

職員となったり、地域企業の協力者となったりする。 
大学は地域において、起業を促進するインキュベータや、研究者と産業従事者

が製品の商業化に一緒に取り組む場所ともなる。見方を変えれば、産業との連携

によって、研究に影響が及ぶことを望まない研究大学は、地域経済に影響を及ぼ
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す存在とはならない。たとえば、ボルチモア市は優秀な大学が立地しているにも

かかわらず経済活性化への原動力とはならなかった。同博士はボルチモアのジョ

ンズホプキンス大学は技術移転より、学術的な基礎研究を重視したからである。 
主だった大学のない都市では企業が大学のかわりの役割を果たして創造的なク

ラスターを発展させた。 
○核となる企業と仲介組織の存在  

創造的産業クラスターの発展には、経営が安定し、地域に根を下ろしている企

業の存在が重要である。たとえば、シアトルにおけるマイクロソフト社の存在は、

ソフトウェアクラスター形成を先導した。核となる企業は、新興産業に活力を与

え、同社の社員は、将来の起業の担い手となり得る。 
大学の技術移転事務所などの仲介組織は、連携を促し、知的資源の交換や移転

を容易にして、全体としてビジネス環境を向上させる。また産業の連合組織は、

産業全体の地位を高める権利擁護団体として機能する。  
○都市政策  

先進的な都市は、新興産業のニーズに応えることができる質の高い即戦力の人

材を擁している。地方政府は、そのような労働力の確保についてリーダーシップ

を発揮し、初等・中等教育において地元の学校が数学、科学や IT に関する学力

向上を図っている。さらに、ゾーニングや交通政策を通じて良好な教育環境を創

造している。 
地方政府は起業に必要な専門知識を必要とする情報提供や、特定の産業のニー

ズに合うオフィススペースの確保などの体制を整えている。さらに、創造的産業

にとって魅力的な都市は、基本的な行政サービス（計画、許可、一般的な公共サ

ービス）を効率的に行う傾向がある。 
また、産業クラスターの発展によって直面する問題として、人口増加による、

地価、賃借料の急騰、交通渋滞などで通勤時間が長くなること、駐車場問題が発

生すると予測されるので、それらの対応を早期に行う必要性がある。 
○ベンチャーキャピタルの存在 

産業にとって特に製品研究開発への継続的な投資は欠かせないものである。ほ

とんどの企業は初期に大規模な投資を必要とする。新製品の開発に 10 年以上か

かり、商業化の成功率は 0.1%とも言われ極めて低い。そのような企業は、ベンチ

ャーキャピタル、委託研究と市場での株式販売に依存することになる。成果の上

がらない都市の弱点は、ベンチャーキャピタルなどの投資が少ないことである。 
またベンチャーキャピタルが特定の地域に偏る傾向がある。少数の創造的産業

の拠点に、特定のテクノロジー分野に投資が集中する傾向があり、それは、株式

市場と似たトレンドがある。米国では、全てのベンチャーキャピタルの 60%以上

は、サンフランシスコ、ボストン、ニューヨーク、ロサンゼルスとワシントン

D.C.の５都市に集中している。クラスターが形成され始めると、ベンチャー投資

家はその地に事務所を開設し、継続的な投資を行う傾向がある。リスクを最小に

するために、投資する企業の経営の改善に積極的に関与して、さらなる投資を誘

引し企業を増やす活動を行う。 
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スチュワート・ローゼンフェルド氏（地方技術戦略研究所所長） 
 同氏は、イノベーションの原動力としてのクラスター戦略で重要なのは人材であり、

担い手となる技術者をひきつけ、特に専門的な分野のサポートができる中堅技術者の

供給源を確保しなければならないが、この供給源として大学は重要な資産であるとし

ている。また、カリフォルニア州のシリコンバレーの「シリコン」のように、1 つの

クラスターとして認識されるブランドの確立もまた重要で、特に地方で成功するため

の鍵は、その地域にあって他とは区別されたニッチな分野を見出し、それをブランド

として成長させるために地域内でネットワーキングを行うことである。そのブランド

化戦略は、州政府や地方政府の重要な役割であるとしている。 
 
４ 人材育成、職業訓練 
（１）「ニューエコノミー」における人材育成と大学 

州政府協議会が発行した 2005 年の「Trends in America」において、州政府が積極

的に取り組むべきである重点施策のひとつとして、「ニューエコノミー」における人材

育成について、官民が連携した取り組みについて紹介した。ここで述べられている「ニ

ューエコノミー」とは、先述した国際競争力を高めるためのイノベーションを基礎と

した経済を指している。 
 経済の変革と同時に、労働者も技術的、分析学的、課題解決技術などの能力を磨く

機会が必要とされる。研究開発への投資と同様に、人材が高い技術を身に付けるため

の取り組みも重要である。 
 現在、初等教育から大学院まで、州は、「ニューエコノミー」で必要とされる技術を

学習する場として発展させている。特により年少の教育に重点をおいて、教育、職業

訓練を通して、科学技術への関心を高める取り組みが盛んになっている。また、大学

生には、奨学金、低利融資プログラム、インターンシップなどを提供することによっ

て、特定の分野における専門知識や技術を持つ人材の育成を促進している。 
 マサチューセッツ州では官民連携で、人材育成を通じた経済競争力を高める取り組

みを行っている。州の補助金で、科学技術教育の課題を話し合うために小学校、中等

教育、高等教育、民間セクター、地域組織などで構成される地域のすべてのレベルの

教育機関のネットワークを促進している。また、同州は高校生のための全州にわたる

インターンシッププログラムを計画している。 
 科学技術分野の学力の向上を図る Math Engineering Science Achievement
（MESA）事業が、アリゾナ、カリフォルニア、コロラド、メリーランド、ニューメ

キシコ、オレゴン、ユタ、ワシントンの各州で実施されている。これによって初等中

等教育現場で将来の数学、エンジニアリング、科学、技術の専門職の育成を図るもの

である。カリフォルニア州のプログラムは MESA 卒業の 57％が進学後も、数学、科

学、エンジニアリング分野を専攻した。産業や企業とのパートナーシップによって、

技術リソース、インターンシップ、ボランティアの機会を提供することが可能となる。

カリフォルニア州には、地元の大学や社会組織と連携するプログラムに関わる企業が

200 社以上ある。 
 いくつかの州には、大学生が数学、科学、エンジニアリングを専攻することを促進
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する奨学金や債権放棄（Loan forgiveness）などのプログラムがある。ペンシルベニ

ア州ニューエコノミー技術奨学金プログラム(New Economy Technology Scholarship 
Program)は 2 種類の奨学金である。１つは SciTech 奨学金で科学技術分野の学生に

9,000 ドルを上限として支給される。奨学金の要件は、州内の企業の研究分野に関係

する職のインターンシップか、それと同等の労働を経験することが必要とされる。も

うひとつは技術奨学金で、承認された科学技術プログラムに入学する高校卒業者を対

象とする。これは４年制大学に進学しない者を対象とする。ミズーリ州の債権放棄

（Loan Forgiveness）プログラムはライフサイエンス分野に特化している。このプロ

グラムは 1 万ドルを上限とした学生への融資で、数学か科学の単位の取得を求め、州

内のライフサイエンス企業に就職した学生に債権放棄を行うものである。同様に、ア

ーカンソーTechnical Careers Student Loan Forgiveness プログラムも１万ドルを上

限に、州によって指定された技術分野の雇用を求める卒業生を対象としている。 
 さらに、学生に技術に関わる仕事を経験させることによって、その分野の雇用につ

なげることを目的として、多くの州でインターンシップの機会を促進している。オク

ラホマ州では、学生がインターンシップとして州内の研究開発機関で働く機会を提供

している。受け入れ先がインターンの給料の半分を、州がもう半分を負担する。州は

1998 年から 2005 年にかけてこの事業のためにのべ 250 万ドル以上支出している。 
 Midwestern Education to Workforce Policy Initiative は中西部地域において、ニ

ューエコノミーで必要とされる人材の育成のために、学校から職場へと継ぎ目なく移

行できるようにする教育の開発に取り組んでいる。同イニシアティブは、中西部州議

会連盟、中西部高等教育連合（Midwestern Higher Education Compact）、中西部知

事会の支援を受け、労働力開発活動と教育の連携を目指している。同イニシアティブ

の目的は市民が、教育から就職への過程の継ぎ目をなくすこと、生涯学習を継続する

ことを支援することで、州政府の職員、教育の専門家、学生、企業のリーダー、地域

のリーダーらが連携している。 
（２）人材育成のための連携事例  
インディアナ州  インターンネット（INTERNnet）31 

インディアナ州は、学位以上の単位取得者が他地域と比較して少ないこと対応して、

インディアナ商工会議所がこの州全体規模の研修プログラムを作るためにインディア

ナポリス大学と連携した。INTERNnet は公開されている実地研修の情報を学生に提

供するもので、これにより企業は優秀な学生にアクセスできるようになる。いわば州

内のインターンシップの情報センターの機能を持つ。現在そのプログラムにより 650
以上の企業から送られてくるインターンシップ情報を提供している。 
メリーランド州 メリーランド科学技術奨学金事業 

メリーランドの科学技術労働力を強化する事業で、州政府がこの奨学金事業を導入

した。メリーランドの大学などの高等教育機関で科学や技術に関連した分野を専攻す

る予定の学生に与えられる。奨学金を受けた学生は卒業すると、奨学金を受けた期間、

特定の分野において州で就業しなければならない。学生が卒業と同時に、その要件を

                                                      
31 www.indianaintern.net 



 33

満たさなくなれば、奨学金は低利ローンの形で返還しなければならない。資格取得の

ために、学生は一定以上の高校の学業成績を必要とする。コミュニティーカレッジの

場合、奨学金は１年に 1,000 ドル、４年制大学なら１年につき 3,000 ドルである。 
ペンシルバニア 「Stay Invent the Future」32 

ペンシルバニアから、大学生や、専門技術をもった若者の州外流出の問題に対応す

るため、州政府は「Stay Invent the Future」という事業を実施した。これによって、

若者向けの雇用の機会、職業訓練、活気のあるライフスタイルなどを提供することに

よって、大学卒業生の地域外流出を抑えようという試みである。州とチームペンシル

バニア財団33から資金提供を得て、２年間にわたって 1,200 万ドルがプログラムに投

入された。「Stay Invent the Future」の事業は、卒業を控えた学生のためのインター

ンシップや技術訓練プログラム、フィラデルフィアの「One Big Campus」やピッツ

バーグの「The College City」などの複数の大学によるブランド確立キャンペーンな

ど、州内のさまざまな地域のイニシアティブを支援した。 
 

第４節 地域課題解決に貢献する大学 
１ 大学と地域社会 

1980 年代以降、産業と大学の連携が急速に進展しても、依然として大学はその立地

する地域社会から隔絶され、地方団体や州政府とも距離を置く傾向はあった。いくつ

かの大学は地域の発展に貢献する意欲が低く、近隣との関係から孤立し自らを囲い込

む、閉鎖的な存在であった。 
しかし、イノベーションの進展に伴う研究機関としての大学の役割が増大したこと、

地域で主たる雇用の場を提供したり、教育に関するサービス提供者としての認識が高

まったこと、1995 年に連邦政府による公共住宅の新規開発の予算付けの廃止34にみら

れるように、直接的な連邦の地域支援事業が減少してきたため、大学が代わりにさま

ざまな支援プログラムを地域に提供することが政府からも期待され、地域の課題解決

に地域社会や地方政府と連携して取り組む重要性も高まったことなどによって、大学

の孤立主義的態度は大きく変化し、地域社会に貢献することが重要な責務のひとつで

あると認識するようになっていった。大学は立地するコミュニティーだけでなく、影

響を及ぼす周辺の地域社会を含んだより広域的な課題を解決する当事者として、まち

づくり、雇用、資金提供等の機能を備えている。大学は企業と違って、簡単に他の地

域に移転することができないから地域と関係が絶たれることはない。さらには、大学

の高等教育は地域の競争力となり、優秀な学生を他地域からひきつける力となってい

る。  
２ 戦略的に活用すべき大学の影響力 

The Initiative for a Competitive Inner City（ICIC）35のアン・ハビビー氏は中心

市街地の衰退による失業率、貧困率、犯罪率の上昇などいわゆる「インナーシティー」

                                                      
32 www.stayinventpa.com 
33 Team Pennsylvania Foundation: 州の経済振興を目的とする非営利団体  
34 クレアレポート No.292「米国の住宅政策」参照  
35 都市の中心市街地活性化問題に取り組む NPO 
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の問題を解決するために大学は大きな役割を果たすことを指摘した。 
 少し古いが、1996 年のデータによると、1,900 の都市部の大学が給与、財やサービ

スの購入に費やす支出が 1,360 億ドルに上った。これは同じ年の連邦の都市政策投資

額の９倍にあたる。また、都市部の大学は、200 万人を雇用している。大学のリソー

スは立地するコミュニティーの生活の質の改善のために無視できない存在である。都

市部の大学は、職員に対する給与、大学運営に必要な財やサービスの購入によって、

その存在だけで地域に莫大な経済効果をもたらす存在である。 
 ICIC は大学のリソースを地域の再開発に結びつけるための研究、提言を行っている。

2002 年の報告書で、戦略的に活用すべき大学の影響力として次の６点を指摘した。そ

れらは①購買力、②雇用力、③不動産開発活動、④企業育成、⑤企業への助言及びネ

ットワーキング、⑥労働力開発（職業訓練）である（図３）。またこれらの貢献を行う

ことによって、より魅力的な地域を創造することにつながるとしている。 

 
図３：戦略的に活用すべき大学の影響力 

1970～80 年代はスプロール化が急速に進み、最も都市が衰退し、犯罪率、貧困率

が上昇した時代であった。都市部にある大学のいくつかは上記を実践することにより

それらの問題を克服してきた。 
 経済振興に関係する行政、議員、産業界、地域社会のリーダーはこの安定した巨大

企業といえる大学を都市政策活動の中心に置いて活用するべきであるとし、アン・ハ

ビビー氏は各部門の指導者らに対し表２のとおり提言した。  
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表２：都市政策における大学の参画に関する提言 

大学のリーダー 

①地域社会との関係を重視し、地域経済開発戦略を明確にすること。その戦略は大

学がもたらす経済効果を結集したものとし、最終的に大学の利益にもつながる。

②地域社会とコミュニケーションを図る機会を持って、戦略を構築すること。  
③経済開発を担当する特別な部局又は事務所を設置すること。  
④専門知識のあるコーディネーターを任命し地域貢献活動を継続すること。  
⑤産業界の協議会、地域社会の組織、民間共同組織等の役員会に大学のメンバーを

加えること。  
⑥戦略は 10 年程度の長期的視野に立ったものとすること。  

市長 

①大学を経済開発戦略に組み入れること  
②大学学長、企業の代表者との会議を定期的に開催し、経済開発のためのパートナ

ーシップを明確にする。  
地域社会 

①大学との Win-Win のパートナーシップを求め、これらの機関の経済効果を認める

こと。  

企業のリーダー 

①大学とともに不動産開発投資、技術の商業化、供給者開発、インキュベータ、労

働力開発のためのパートナーシップを築くこと。  
②大学等高等教育機関をビジネスフォーラム、協議会、官民連携に巻き込むこと。

（ICIC 資料から作成） 

３ 地域社会に貢献する大学の事例 

（１） ニューヨーク コロンビア大学  

コロンビア大学の取り組みは、大学が周辺のコミュニティーと連携する優良事例

といわれている。長年にわたってコロンビア大学は複数のイニシアティブを通して

地域経済開発を促進した。オードゥボン・ビジネス＆テクノロジー・パークは、大

学研究の商業化を目的とした大学と民間企業の連携を促進するために、1995 年に設

立された。ニューヨーク州開発公社とニューヨーク市経済開発公社が大学と協力し、

2,500 万ドルを投資してパークの最初のビルを建設した。それにより 35 のバイオテ

クノロジー企業が生み出された。  
この事例の特徴は、大学が持つリソースを周囲のコミュニティーと共有し、住民

の生活の質の向上に寄与している点である。大学は、コミュニティー居住者、企業

とのより良好な関係を構築し、大学の支出を通して地域経済の活性化を促進するた

め、地元で物資を調達したり契約を結んだりする方針を打ち出した。2000 年に、大

学は地元業者から計 6,000 万ドルの物品の購入と 1,800 万ドルの契約を行った。200
社の地元業者の製品やサービスが大学で消費され、前年比 54％上昇した。1999 年

以降、コロンビア大学は大学の従業員として近隣の住民を雇用したり、地元のコミ

ュニティーとのパートナーシップ組織を設立したりもした。その取り組みには大学
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の賃金助成金プログラムが活用され、パートナーシップ組織によって 100 以上の雇

用が生み出された。 
コロンビア大学はまた、大学のリソースである学生や学部を活用することで、企

業や NPO 等のためのアドバイザーの機能を果たしている。アーバン・テクニカル・

アシスタンス・プログラム（Urban Technical Assistance Program（UTAP））は、

都市問題に悩むコミュニティーに振興計画の策定などの支援を行う。1999 年以降、

UTAP は 34 のプロジェクトを実施し、市内に約１億ドルの投資を行った。  
（２）オハイオ州立大学周辺の再開発 

 オハイオ州立大学はオハイオ州議会によって 1870 年に創立された。コロンバス

キャンパスはランド･グラント大学の中で学生数や教職員数で最も規模が大きい。

170 の学部専攻、127 の修士課程、96 の博士課程がある全米でも有数の総合大学で

ある。オハイオ州都コロンバス市から約２マイル北に位置している。学生数はコロ

ンバスキャンパスで 51,818 名、教員・スタッフ数は 16,000 名（2006 年）を超え

るマンモス大学である。 
コロンバス市のダウンタウン北部から大学にいたるハイストリートはキャンパ

スの入り口に当たるが、経済的に荒廃していた。空き地、ビルの空室が増え、建物

やインフラの老朽化が進み、市内で最も犯罪率の高い地域であった。この問題を解

決するため、「Campus Partner for Community and Urban Development」（コミ

ュニティーと都市開発のための大学パートナーシップ）と呼ばれる非営利団体が大

学の実行委員会によって 1995 年に設立された。サウスキャンパスゲートウェイと

呼ばれる大学の玄関口の再開発計画の柱は、1,200 台を収容する駐車場と 190 世帯

が入居できるアパートを建設することであった。事業計画の主な内容とスケジュー

ルは表３、４のとおりである。 
表３：サウスキャンパス再開発事業計画 
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表４：サウスキャンパス再開発事業スケジュール 

 

事業資金は市、大学、オハイオ州、大学非課税債、TIF 収入、新市場税控除（The 
New Market Tax Credit: NMTC）プログラムから賄ったため資金調達コストは平

均して 3.84％と低く抑えた。内訳は表５、６のとおり。 
表５：サウスキャンパス再開発事業の資金源 

 
表６：サウスキャンパス再開発事業の資本コスト 

 
（表３～６は EDA 資料より作成）
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 予定地であるキャンパスの南のエリアは 1990 年代まで最悪の状態であったとい

う。1970 年頃から不動産の賃料が低く留まったままで、酒場が多く立地し、日雇労

働者であふれ、地域の評判が悪かった。不動産の所有者は数十年間、土地への投資

をあきらめていたが、学生の遊び場、安い酒場として残っていた。しかし、しばし

ば飲酒が禁じられている年齢の学生が飲酒したり、酔った客で通りがあふれたりし

て、犯罪率がさらに上昇し、学生を送り出す親からも懸念の声も上がり、早急な対

策が求められた。 
 1994 年に、大学は、大学地区の環境改善を行う実行委員会を立ち上げた。実行委

員会の調査によると、当時、大学周辺地区に住む学生の割合はわずか 20％であった。

学生がキャンパスの近くに住んでいないと、大学でさまざまな活動に参加するのに

そもそも不便であるし、駐車場の問題も発生する。また、よりキャンパスに近い地

区に住む学生ほど、卒業後も同地に留まる傾向があるとの調査結果もでていたので、

大学周辺地区における学生の生活の場の確保が課題であった。それらを背景に、

1995 年にオハイオ州立大学の近隣地区の再開発を目的としたキャンパスパートナ

ーズが設立された。そのパートナーシップはコロンバス市と大学との間の開かれた

話し合いの場となった。また、住民、学生、学部、不動産所有者、コミュニティー

組織なども巻き込んでいった。 
 計画を推進する上で、さまざまな関係者を参加させるだけでは十分でなかった。

キャンパスパートナーズは 31 区画の土地を、26 社から取得する必要があった。「土

地収用は論争なしでは終わらない」といわれるように、道路目的を除き、州法上、

強制的に収容ができず、早急な買収は困難であった。中には買収するのにさらに１

年半を費やすケースもあった。一方で、関係者や世論からはなぜ実施までそんなに

時間がかかるのかとの不満が噴出した。また関連する問題として、既存の建物を撤

去する工事や、企業の移転も反対に遭った。地域住民は再開発事業に懐疑的になっ

ていき、学生からも不満が出た。これに対し、キャンパスパートナーズはプロジェ

クトの最新情報の公開と説明会や公聴会を開催し、住民や学生を招待した。この熱

心な活動によって、参加した住民や学生は計画への理解を示した。ゲートウェイが

変貌する姿を明確に示すことにより、オハイオ州立大学がよりよい場所となるとの

共通認識を得ることができた。 
 最初の頃のキャンパスパートナーズの役割は、ディベロッパーとのパートナーシ

ップによる土地の取得だった。州立大学の学生寮、大手書店や駐車ガレージ、ゲー

トウェイオフィススペースを賃貸とすることによってリスクを減らした。 
 キャンパスパートナーズはゲートウェイのため、大学の寄付、連邦財務省 NMTC
プログラム、コロンバス市、州政府の予算からさまざまな財源を獲得した。 

ゲートウェイは大学周辺地域の広いエリアの一部に過ぎないが、その存在が、地

域を安定させる大きな一歩となった。キャンパスパートナーズは住宅の状況を改善

させる活動に参加した。計画は効果的な財産管理、住宅所有機会の提供と、住民サ

ービスを支援するもので、構造的な再居住計画ともいえる。 
 キャンパスパートナーズはまた、それまで行われなかった地域へのサービスとし

て、学部のスタッフが持ち家を所有することに対してインセンティブを設けたり、

警備組織を作ったり、職業訓練や、保健、青少年指導などのサービス活動、ストリ
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ートの清掃、ゴミの収集なども実施し、これらの活動について市と連携した。  
（３）その他の社会貢献の諸事例 

2002 年に、全米の都市開発のシンクタンクである市街地研究所（Urban Land 
Institute）は、地域再開発事業に大学が積極的に関わり、地方政府やコミュニティ

ーなどと連携した事例をまとめた。主なものは次のとおりである。  
クラーク大学 －マサチューセッツ州ウスター 

約 17 年前、クラーク地域の活性化のために企業やコミュニティーグループはク

ラーク大学パートナーシップを設立した。大学は住民が転居し荒廃した家を改装し

て、販売し、購入する際の抵当に助成金を支給した。大学も、教員の教育のための

開発計画として用いられる第二の公立学校を開校した。  
デューク大学 －ノースキャロライナ州ダーラム 

1996 年 、 デ ュ ー ク 大 学 と ダ ー ラ ム 市 の パ ー ト ナ ー シ ッ プ 組 織 で あ る

Duke-Durham Neighborhood Partnership Initiative が大学周辺の 12 の地区を改

善するために機能している。大学は持ち家世帯の増加を促進するために 200 万ドル

以上を住宅ローン基金に投資し、住宅建て替えや新しい住宅の建設に関わっている。 
トリニティー大学 －コネチカット州ハートフォード 

1996 年から、トリニティー大学は大学の近隣の再開発のため、大学を囲む 15 地

区に 700 万ドル以上寄付した。その基金によって小学校、中学校と高校教育センタ

ーを収容する教育の総合ビル Learning Corridor が建設され、地域の拠点施設とな

っている。トリニティー大学の投資は、連邦・州をはじめとするすべてのレベルの

政府、企業、卒業生らの数千万ドルに上る支援の呼び水となった。  
ペンシルバニア大学 －ペンシルバニア州フィラデルフィア 

1992 年に大学、ペンシルバニア大学は西フィラデルフィア地域の活性化のために、

コミュニティーパートナーシップセンターを設立した。大学はホテル、小売店、映

画等の新しいビジネスの開発や、マイノリティーや女性が経営する企業を支援して、

近隣地域の活性化を促進する幅広い活動に関わってきた。それは地元住民にとって

雇用の機会の拡大を、フィラデルフィア内の企業にとっては、売り上げの増加をも

たらした。また、大学の取り組みには、住宅プログラム、地域の公立学校開発も含

まれている。 
 

これらの大学の活動に共通する目標は、大学と地域住民が連携することによって、

お互いの便益の向上を図ることである。同研究所の報告書36では「現在の自治の予

算が縮小傾向にあり、連邦の重点事業も変化し続けるという不確実性のなかで、溢

れ出る都市のニーズを満たすためには、このような革新的なパートナーシップは重

要で、唯一の方法である。」と述べその重要性を強調した。 
 
第５節 先進的事例紹介 
 本節では、産学官連携の「ホット・スポット」として知られている、ノースカロラ

                                                      
36 「Giving as Good as You Get: The Role of America’s Universities in Urban Revival 
Efforts」2002 
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イナ州、ミシガン州、テキサス州における産学官が関わる経済振興策の先進的で注目

に値する取り組みを紹介する。  
１ リサーチ・トライアングル・パーク －ノースカロライナ州 
リサーチ･トライアングル･パーク（RTP）37 

ノースカロライナ州の州都ローリー、ダーラム、チャペルヒルの３都市にはそれぞ

れ、ノースカロライナ州立大学、デューク大学、ノースカロライナ大学チャペルヒル

校と経済開発の核となる大学が存在し、その３つの都市を結んで描く三角形（トライ

アングル）の中心にリサーチ・トライアングル・パークは位置している。それはライ

フサイエンスやテクノロジーの研究開発企業を誘致し、卒業生を地域に留めることに

よって経済振興を図るため、1950 年代後半に設立された。３つの大学に囲まれた地域

は 2002 年に全米でもっとも生活及び仕事に適した地域と評価された。RTP は研究機

関が集積したコミュニティーで、インフラ整備を含む初期投資は 20 億ドル以上に上

った。7,000 エーカーのパーク内には 145 の企業や団体が立地し、約 39,000 人の雇用

があり、１人あたりの年間平均給与は 56,000 ドルと推定される。  
センテニアルキャンパス（Centennial Campus）38 

リサーチ・トライアングル・パークを囲む３つの主要大学のひとつであるノースカ

ロライナ州立大学内にあり、RTP 地域の研究と企業ニーズにこたえるために、州議会

の承認を受けて同大学が設置した。州、大学と企業による拠出で、最初の施設が 1989
年にオープンし、以後 25〜50 年かけて完成させることになっている。民間のディベ

ロッパーと大学は３億 4000 万ドルを投資し、最終的なキャンパスの完成までさらに

20 億ドルの投資を計画している。現在 15 棟のビルに 60 社が入居しており、そのう

ち 40％は民間団体によるキャンパス開発のプロジェクトである。キャンパス内には、

今後中学校、住宅、ホテル、ゴルフコースなどの施設が建設される予定である。 
ヨーロッパのテクノポリス（研究施設と知識技術を基礎とした企業を集中させ、住

宅学校、小売業も含めて、計画的に建設された街）の影響を受けているといわれてい

る。センテニアルキャンパスは単なる「連携」を越え、さまざまな業種の共同のキャ

ンパスとも言える。大学生が就職先を探して、卒業後は地域を去るというノースカロ

ライナの慢性的な「頭脳流出」を防ぐ方法として考え出され、1987 年に、NCSU キ

ャンパスに隣接して州政府から寄付された 770 エーカーの土地から計画が始まった。

Centennial Campus Financial Act が州議会で通過し、その建設費用として、大学に

特定財源債の発行が認められた。  
ノースカロライナ州立大学はランド・グラント大学として大学と産業の協力を意図

して設立された。センテニアルキャンパスは、テクノロジー・インキュベーター、公

的機関の事務所、住宅、店舗、レストラン、ホテル、カンファレンスセンター、ゴル

フ場、ハイキングコースなどの環境を整備した。既存の大学の概念にとらわれず、学

生、会社員、公務員など、それぞれの職場や業種は違っても、交流が可能な同じ空間

で生活し、日常的な需要はキャンパス内で満たすことができる半自己完結的な社会で

ある。 

                                                      
37 www.rtp.org  
38 www.centenial.ncsu.edu 
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センテニアルキャンパスの成長はゆっくりであったが 1990 年代後期の IT ブームの

後で一気に拡大し、パートナー企業の数が２倍になった。IT ブームの後、企業の廃業、

転出に見舞われたが、通算で 95%の稼働率を維持することができている。 
現在、連邦政府、NPO や知的資源を基礎とする企業など 61 の団体が、事務所や研

究所などの施設を構えている。ほとんどは小規模であるが、大手企業の R&D 部門も

多く含まれている。現在は同キャンパス内で 1,600 名の企業と政府の職員、1,350 名

の大学教職員、3,400 名の学生、600 名の中学生、60 名の住民がそれぞれ、仕事、勉

学、生活の場としているが、計画では、これをさらに拡大させるとしている。キャン

パス内では、政府や企業が、学生の雇用、インターンシップの提供、大学研究者とと

もに会社を共有したり、大学開発技術をライセンスしたりして、何らかの形で大学と

協力している。さらには大学のジムやバス、教員割引、図書館の利用などだけでなく、

大学の研究室や機材に無料でアクセスできる。そして最も重要なのは、大学と企業が

お互いに優秀な人々にアクセスできることで、公式非公式問わず様々な形で技術移転

のための交流の機会を得ることができることである。 
センテニアルキャンパスは、次の点で州と地域の経済成長に貢献した。第一に、卒

業生にインターンシップや雇用や起業の機会などを提供することによって、卒業生を

地域に留めた。第二に、同大学との連携を望む企業を地域外から誘致した。第三に、

リサーチ・トライアングル・パークとセンテニアルキャンパスは、経済発展を促進す

る上で補完的な関係にある。ローリー市とダーラム市は、リサーチ・トライアングル・

パークによって、テクノロジービジネスの拠点都市となった。センテニアルキャンパ

スからのベンチャー企業がさらに大きなオフィススペースを求め、移転を考えるとき、

自動車で 20 分も走ればリサーチ・トライアングル・パークがあり、より広いスペー

スを供給してその受け皿となり、州内に留めることができる。 
センテニアルキャンパスの成功は周辺地域にも波及し、ノースカロライナ大学

（UNC）チャペルヒル校で「カロライナノース」と呼ばれるプロジェクトが実施され

ている。 
２ ミシガンスマートゾーン －ミシガン州  
 この事例は州政府協議が革新的な州政府の政策を表彰する 2005 年 Innovation 
Awards Program の最優良事例として紹介された。これは州政府主導の産学官連携に

よる産業クラスターの好事例といえる。 
ミシガンスマートゾーンは大学、研究機関、産業、政府等が連携した活動によって

ミシガン州の経済成長を促進することを目的に、ミシガン州経済開発公社 Michigan 
Economic Development Corporation(MEDC)がビジネスパークや市街地の再開発を

行う地域として指定する地域である。2001 年４月に 10 地域が指定されることによっ

て開始された。現在では追加されて 12 地域となっている。 
 ミシガン州は自動車産業で米国を牽引してきたが、21 世紀に入って、製造業の州外

移転による深刻な雇用の喪失が問題となった。しかし、ミシガン州には４つの研究機

関を含む 15 の公立大学の拠点であるだけでなく、研究開発企業の拠点でもある。こ

れにより、高度に熟練された科学者と技術者に恵まれている。この強みを生かすこと

によるミシガンスマートゾーンの発展が期待された。 
スマートゾーンでは、産学官のパートナーシップを通じて、研究開発、起業、技術
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移転を促進させ、技術を基礎とした企業による産業クラスターの発展を図る。また、

このゾーニングによって、先端技術の拠点として国際的に認知され、技術企業やその

労働力をひきつける魅力ある地域としてのブランドイメージの確立を目指している。

ワールドクラスの大学と研究機関が主導する連携の中で経済の多様化を図ることも州

の目標である。スマートゾーン事業はミシガン州で新産業の成長と起業を促進するた

め、大学の研究開発、教育、職業訓練の投資を行っている。 
 2000 年に当時のジョン・エングラー州知事がスマートゾーン事業の設立と技術開発

に関わる公的施設とインフラ整備への支出を提供する Local Development Financing 
Authority 法の改正に署名した 39。これらのゾーンは Local Development Finance 
Authority（LDFA）によって規定される地区により構成される。  
 その法律によって、LDFA は指定された地域における財産税の増加を徴収すること

が認められる。それは Tax Increment Financing（TIF）（※後述）とよばれる開発資

金調達の手法で、スマートゾーンの地域内の財産の財産税の増加を、主要な産業及び

技術に関連する開発援助のために指定された目的に使われる。LDFA 法におけるスマ

ートゾーンプログラムの目的は公共インフラ整備、ビジネス・インキュベータ、公有

の研究開発施設、遠隔会議施設、市場開発、スマートゾーンの運営、土地の取得と処

分である。LDFA は同法に基づき、スマートゾーン内のすべての財産税と、学校区の

財産税の 50％以内を対象として、15 年を限度として税の増加分を徴収する。ただし、

LDFA が学校区の税を得るためには、そのことによって、当該地区の、失業率の低下、

経済成長の促進、投資の誘引のために必要であるとの州財務長官の承認が必要である。 
2000 年夏に MEDC はスマートゾーンの指定に関心を持つ自治体の募集を行った。

自治体は地域のリソースを生かせる重点産業を定めた総合計画、ビジネスプラン、核

となる企業・機関の誘致計画、ハイテク分野の新企業や中小企業の支援策など盛り込

んで提案する。各提案は MEDC の審査を経て承認されるが、核となる安定した企業、

大学等高等教育機関や民間の研究機関の積極的な貢献、インキュベーション施設、政

府支援などが存在したり、地域 LDFA の管轄で同じカウンティー内の２以上の自治体

にまたがる提案は優先して採択される。 
MEDC はこれまで 12 の地域を指定した。それぞれのスマートゾーンはそれぞれ特

定の技術産業に重点を置いている。各スマートゾーンに存在する核となる大学等の研

究開発機関は次のとおりである。  
 
 
 
  

 

 

 

 

 

                                                      
39 Local Development Financing Act281(1986 年)の改正法 248（2000 年）  
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図４：ミシガンスマートゾーン指定地区と核となる機関 

 
出所：http://www.michigan.org/medc/smartzones/index.asp 

 指定を受けた各スマートゾーンは、インキュベータやテクノロジーセンターの建設

などのインフラ整備が行われた。地元資本と TIF 資金のほか、MEDC は約 2,000 万

ドルを州の一般基金から拠出し、インキュベータの建設やマーケティング活動の支援

を行った。スマートゾーンは単なるゾーニングとインフラ整備だけでなく、すべての

地域のリソースをコーディネートし、知的資源を基礎とした経済振興を図るため、新

技術の掘り起こし、開発された技術の評価、ビジネスプランニング、起業家育成、ベ

ンチャーキャピタルの調達及び斡旋、市場分析、中小企業庁の Small Business 
Development Research（SBIR）、Small Business Technology Transfer(SBTR)など

連邦や州の補助金申請、製品開発、経営、企業開発指導、インキュベーションスペー

スの提供、産業と大学の共同研究開発などへの支援も行う。 
 通常 TIF 資金は、荒廃地域の再開発などの公共インフラ整備に活用されるのが一般

的であるが、この事例はビジネス・インキュベータやその運営の支援に活用した点に

特徴がある。それが公的機関や民間組織などからの投資を誘引し、財務上のインセン

ティブとなった。また、これらの基金を新しい施設の設立などの初期投資で終わらせ

るのではなく、15 年間継続する点も注目される。これは、インキュベータの利用者の

企業が自立して成長し、インキュベータから飛び出しスマートゾーンの地区に移転し

て経営するようになるまで多くの年月を必要とすることに配慮しているからである。

スマートゾーンへの企業の移転が進み、そこで成長した企業が納税者になって、TIF
収入の増加に貢献する。その資金がさらなる投資を呼び込むことを意図している。 
 スマートゾーン事業が始まってから 2005 年までの成果として次の統計結果が出て
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いる。 
表７：スマートゾーンの主な成果（2000～2005 年） 

 
                        （CSG 資料より作成）  
 スマートゾーンには、雇用の流出を阻止する機能もある。2002 年大手製薬会社のフ

ァイザー社がミシガン州カラマゾに拠点を持っていた Pharmacia 社を買収し、800 名

の人員削減を行った。これによってカラマゾ地域は製薬に関わる科学者の雇用を失う

と思われていた。しかし、カラマゾスマートゾーンのビジネス・アクセラレータがそ

れらの研究者らに対し、地域に留まって起業するためのスペースとリソースを提供し

たことによって、ライフサイエンスの起業が促進され、カラマゾスマートゾーンには

500 名近くを雇用する 30 のライフサイエンス関連の技術企業が操業している。カラ

マゾは、ミシガンの「ニューエコノミー」の象徴的な存在となり、多くの高所得の熟

練労働者を雇用する小規模の技術会社が集積した。 
 スマートゾーンの成功の要因をまとめると①関係者の連携活動、②経済振興のリソ

ースの物理的な近接、③資金調達機会などが挙げられるとしている。スマートゾーン

プログラムの実践から、経済活性化のために同様な開発事業を行う者への示唆は次の

とおりであるとしている。 
①  経験豊富で、起業家精神に富んだ人材を見出し、スマートゾーンの組織体制を

確立し、成果報告と説明責任を果たすこと。また、立法、契約、インキュベー

タ、ビジネス・アクセラレータ、ネットワーキングなどすべてのプログラムに

関わり、事業を監督する人材を明確にすべきである。そして、技術移転と商業

化がこの事業の大きな目的であるが、それらはプログラムを実施するだけで自

然に発生する訳ではないことを認識する必要がある。 
②  事業を開始し、維持していくための十分な資金を確保し、資金提供者への説明

責任を果たすこと。 
③  それぞれの現場においてキーパーソンを明確にすること。特にインキュベータ

とアクセラレータのトップの人選が重要である。 
④  地域のパートナーの強力な連携関係を作り上げること。特に重要なのは、研究

機関と大学で、それらは技術移転の機会を提供するだけでなく、優秀な人材の

供給源ともなる。 
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⑤  説明責任を果たすため、報告の義務付けを計画に盛り込むこと。 
⑥  インキュベータを設立すること。経費はかかるが、インキュベータは投資を誘

致するために不可欠で、起業の場を提供する。また、ネットワーキングや会議

を行う場所も提供する。 
⑦  関係者がお互いに地理的に近接して存在するクラスター開発を推進すること。

物理的な近接は連携とそれによる相乗効果を生み出す。  
⑧  市場を動かすために、地域の技術的な強みを統一化したメッセージで PR する

ことも重要である。これはスマートゾーンが取り組むテクノロジーは若い企業

の市場進出の可能性を広げるだけでなく、既存の企業にとってもプラスに働く。 
⑨  スマートゾーンプログラムの経営者は継続的なネットワーキングの機会を通

じて起業家精神と技術の商業化の機会を共有すべきである。 
⑩  すべての関係者とコミュニティーへ計画の現状、短期的及び長期的な目標を認

識させるための継続的なコミュニケーションが必要である。 
※TIF40とは、米国地方政府による再開発事業の重要な財源となっている財政的手法で

ある。ある荒廃した地域などを再開発地区に指定し、事業実施期は通常 15～40 年

と長期にわたり、その間に再開発による指定地域の財産税（Property Tax）の増収

分をその地域の再開発についてのみに活用する。これを元に、民間投資の誘致を図

るもので、米国地方政府による公民連携型の再開発の財政手法と位置づけられてい

る。TIF の特長は、増税とならないこと、受益者はその地域となり、税の受益者負

担の原則が成立すること、民間投資を誘発させることなどが挙げられる。そして、

将来の財産税収増加額を担保に Tax Increment Bond という地方債を発行し初期の

段階で多額の資金を調達する手法をとる団体が多い。この債券の特徴は特定の再開

発地区の財産税収増加額のみを償還財源とすること、債券の発行者は、地方政府で

はなく、再開発事業主体となる再開発公社（Redevelopment Agency）の債務とな

る。米国のほとんどの州で州法により制度として確立しており、地方政府でも広く

活用されている。 
３ テキサス州におけるさまざまな取り組み  
（１）テキサス州経済の概要  

テキサス州は面積が 678,358km2 で日本の約 1.8 倍、人口は約 2,286 万人（2005 年

国勢調査推計）でともに全米第２位の巨大な州である。テキサス州は伝統的に農業、

畜産業を中心に発展し、約 100 年前に油田が発見されて以来、石油産業を中心に急速

な経済的発展を遂げてきた。しかし、その後 1980 年代には石油価格の急落による不

況を経験し、ハイテク、宇宙関連、防衛、医療など産業の多様化に力が注がれるよう

になった。その結果、近年において半導体、IT などハイテク産業が集積し発展した。

2000 年頃の IT バブルの崩壊で一時失速したが、数年で回復期へと転換し、2004 年か

ら再び成長が続いている。 

                                                      
40 TIF の詳細や事例については日本政策投資銀行ロサンゼルス駐在員事務所レポート

「Tax Increment Financing –米国地方政府におる PPP 型再開発の自立的ファイナンス手

法-」2002 を、地方債を活用した事例についてはクレアレポート 287 号「米国地方債の概

要とその活用事例」を参照。  
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2006 年３月のフォーチュン 500 企業41のうち 56 社がテキサス州に本社を置いてお

り、この数は全州の中でトップである。また、民間有力ビジネス誌の「サイト・セレ

クション・マガジン」によって、テキサス州はビジネス環境ランキングで、２年連続

（ ’04、 ’05）全米１位と評価された。地価が高くないこと、米国東西両海岸や中西部

に均等なアクセスが可能であるという地理的利便性、大学等の教育・研究開発機関が

充実しており優秀な労働力が確保できること、豊富なエネルギー資源があることなど、

さまざまな条件がそろっている上に、州政府による投資誘致施策が高く評価された。 
最近では、州内でナノテクノロジーやバイオテクノロジーが注目を集めており、特

にヒューストン、ダラス、州都オースティンで研究開発が盛んに行われている。ナノ

テク専門の研究センターを擁する大学や、ナノテクを応用した製品開発に取り組む企

業が多く立地し始め、連邦政府の資金も多く獲得している。2002 年にはテキサス・ナ

ノテクノロジー・イニシアティブが発足し、産学連携による研究開発・商業化の推進

が図られている。さらに、2005 年には州知事がナノテクノロジー分野の労働力を開発

するためのイニシアティブを立ち上げるため、テキサス州テクニカルカレッジに 50
万ドルの支援を行った。同カレッジは他の大学やテキサスのナノテクノロジーの大手

企業と連携する。 
（２）テキサス新興技術基金（Texas Emerging Technology Fund: TETF） 

産学官が連携した経済開発施策として、テキサス州政府が 2005 年に新興技術産業

を振興するために「Texas Emerging Technology Fund（以下 TETF）」という事業を

打ち出した。TETF は州知事が、テキサス州に先端技術や IT 企業を集積させ、カリフ

ォルニア州のシリコンバレーのような技術産業の中心地にすることを目標に、2005
年６月に決定した先端技術産業の研究開発のための２年間の２億ドルの基金である。

同知事は、経済活性化のため「官民パートナーシップをコーディネートするのは私の

責務である」と明言した上で、それを具体化する取り組みのひとつとしている。 
TETF は①技術革新と商業化を促進、②高所得の雇用を増大する民間の研究機関の

誘致、創出、または既存の拡大、③技術研究能力を適用した高等教育を増加させると

いう目的に活用される。基金の 50％は技術の商業化、25％は研究マッチング、残りの

25％は優れた研究を誘致するために活用される。対象となる産業は、テキサス州で雇

用を創出し、医学や科学の発展を導くものである必要がある。具体的には半導体、情

報、コンピュータとソフトウェア技術、エネルギー、２次エネルギーシステム、微小

電気機械システム、ナノテクノロジー、バイオテクノロジー、医療、生命科学、石油

の精製、航空宇宙、防衛、その他で知事、副知事及び議長が指定する産業である。基

金の承認は知事がテキサス州の産業界のリーダーや州内の公立及び私立の機関で全米

的に認知されている研究者でテキサス高等教育調整理事会や公立、私立の機関の長や、

テキサス労働委員会のコミッショナーやテキサス州経済開発観光局長やテキサス・テ

クノロジー・イニシアティブの代表から 17 名を Texas Emerging Technology（TET）

委員として任命してこれをおこなう。運営はこれらの委員のほか 200 名の職員、弁護

士、経済開発専門家を含む体制で、州内に８の地域事務所を設置して行われる。地域

事務所においては、域内の大学のインキュベーション施設とも連携する。 

                                                      
41 全米の経済誌「フォーチュン」が発表した売上高や、収入実績などに基づく企業番付  
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（３）企業が主導するパートナーシップ BIO-MAP 
2006 年 11 月に日本の大手自動車メーカーが進出して話題となった経済成長の著し

いテキサス州南部の都市サンアントニオ市における、民間企業が主導するバイオテク

ノロジー分野におけるパートナーシップの事例を紹介する。 
  バイオ・マップはサンアントニオ発のバイオテクノロジーの技術開発を行うベンチ

ャー企業の INCELL 社によって管理運営されている官民のパートナーシップで、企業、

研究機関、政府及び大学などの団体によって構成されている。2004 年２月 24 日に発

表された大統領令 13329 号「（中小企業による）製造業のイノベーションの促進」の

実施を受けた取り組みであり、相互に有益なリソース、施設、プログラム等を共有し、

コストを最小限にして生産性を向上させ、バイオテクノロジーの開発と製品化を促進

するネットワークである。この効果的なパートナーシップを通じて、診断、治療、病

気の予防のための新製品がもたらされ、州、連邦の教育、研究、防衛、バイオテロ対

策に貢献することを目的としている。 
このマップ上で各団体は、研究開発、軍・政府、産業・企業、教育・訓練の４つの

カテゴリーのいずれかに分類され、それらのネットワークを示した相関図を作り上げ

る。そして、ネットワークの参加者の間で連携しバイオテクノロジー分野における研

究開発・商業化を促進する。参加者は、互いにリソースを共有したり、初期の製品化

の可能性の評価をしたり、共同で製品開発、検査、製品化の戦略を検討したり、品質

の規制を研修したりすることができるという利点がある。また、線で結ばれているこ

とは、文書により、知的所有権に関することなど何らかの協定が交わされていること

を意味する。 
図５：BIOMAP 

 
 
 
 
 

出所：INCELL 社ホームページ http://www.incell.com/
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（４）国境を越えた産学官連携 －テキサス州と島根県の産業技術交流 
 近年の産学官連携の新たなトレンドとして、米国の地域と海外の地域が互いの地域

の経済的競争力の強化を図るため、国境を越えて連携する動きが盛んになっている。

それらの特徴は、将来性のある産業の振興を共通目標とする傾向があり、お互いの強

みを持ち合って、国際間で技術移転、商業化を促進させるものである。そして多くの

場合、地域の民間企業、大学などの研究機関を巻き込み、地方政府レベルでの正式な

文書を交わしている。  
 その事例として、テキサス州と島根県が、それぞれの地域の産業の振興と新たな雇

用創出を目的に、先端技術を基盤とした新たな共創関係を構築していくことについて

2004 年１月に覚書を交わした。それ以来現在まで、日本貿易振興機構（JETRO）の

支援を受け、島根県の産学官により構成されたミッション団の派遣、島根大学や島根

県産業技術センターからの研究者の派遣、テキサス州の大学との共同研究、テキサス

州から学者や技術者らを招聘したセミナーなどが行われ、交流が盛んに行われている。

最近では 2006 年９月にテキサス州ダラスで開催されたナノテクノロジー総合展・国

際会議に出展したり、テキサス州内の大学でナノテクノロジーに関する産学官の合同

ワークショップに参加したりして、技術交流を図っている。島根テキサス産業技術共

創委員会が島根側、テキサス側双方に設置され、それぞれ、産学官からのメンバーで

構成され、このプロジェクトを推進している。 
 テキサス州ではないが同様な取り組みとして、シリコンバレーに含まれるサンノゼ

市と英国イングランド東部の研究開発の拠点として知られる Cambridgeshire が 2005
年にお互いの地域の経済振興のために提携する経済パートナーシップの同意書を交わ

したことが上げられる。その主な内容は、双方向の貿易と投資の促進、大学間の交流

と連携、政府レベルでの情報交換、航空産業プロジェクトの連携などである。  
このように米国の地方と外国の地方がお互いの産業振興のために、国境を越えて産

学官で交流の場を持ち連携することは地域の経済競争力を高める新たな手法として注

目されるだろう。 
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付録 統計で見る米国州経済（50 州別） 
全米の州及び地方政府の政治、行政課題などのテーマを取り扱う Governing 

Magazine 誌で毎年掲載される 2006 版の州別データやフォーチュン 500 企業の州別

立地企業数ランキングなど、最近の米国の地域経済に関する統計情報を紹介し、全米

各州の経済情勢把握の一助となれば幸いである。 
 

米国商務省統計分析局 米国 50 州地域区分図 
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州別経済統計情報一覧 

 
【情報源】個人所得、総生産額：経済分析局  
     失業率、雇用数の成長率：労働統計局  
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※州経済 Momentum:州の政策報告書、1 年間の雇用、個人所得や人口などの変動を元に、全米平均を

0 として、州の経済の勢いを示す指標とされている。  

【情報源】州経済 Momentum：State Policy Reports 
フォーチュン 500 企業数：Fortune 誌 
高等教育支出及び K-12（初等・中等教育）支出：国勢調査局  
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USA TODAY 紙による各州の経済状況の分析  
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（情報源：USA TODAY  2006 年 5 月 4 日記事） 
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